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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。ただし、第43期については一部売上高に免税事業者である連結

子会社の消費税等が含まれております。 

２．第39期、第40期、第41期及び第43期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

また、第42期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第42期の当期純損失の主な理由は、「開発事業損失引当金繰入額」を計上したこと等によるものでありま

す。 

４．上記従業員の他にパート等を第39期5,413人、第40期6,133人、第41期6,787人、第42期7,432人、第43期

8,084人雇用しております。 

５．第43期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号 平成17年12月9日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号 平

成17年12月9日）を適用しております。  

回次 第39期 第40期 第41期 第42期 第43期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高（百万円） 53,058 57,312 56,515 67,514 108,136 

経常利益（百万円） 2,249 1,944 2,028 2,816 2,585 

当期純利益又は当期純損失（△）

（百万円） 
1,118 851 595 △902 1,102 

純資産額（百万円） 10,725 11,339 11,719 10,618 11,830 

総資産額（百万円） 55,815 64,766 74,546 89,419 43,524 

１株当たり純資産額（円） 727.58 769.48 795.41 723.42 786.41 

１株当たり当期純利益金額 

又は当期純損失金額（△）（円）
73.14 55.07 37.62 △61.51 75.12 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額（円）
－ － － － － 

自己資本比率（％） 19.2 17.5 15.7 11.9 26.5 

自己資本利益率（％） 10.8 7.7 5.2 △8.1 10.0 

株価収益率（倍） 6.02 9.19 15.87 △16.18 11.45 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
△1,566 △84 △6,517 △6,044 36,038 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
△894 △417 499 26 4,149 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
1,722 6,799 9,285 10,476 △42,821 

現金及び現金同等物の期末残高

（百万円） 
1,803 8,069 11,353 15,852 13,229 

従業員数 

(内、準社員数)（人） 

4,939 

(3,851) 

4,870 

(3,746) 

4,906 

(3,632) 

4,988 

(3,632) 

5,014 

(3,632) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第39期、第40期、第41期及び第43期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

また、第42期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第42期の当期純損失の主な理由は、「開発事業損失引当金繰入額」を計上したこと等によるものでありま

す。 

４．上記従業員の他にパート等を第39期2,104人、第40期2,592人、第41期3,029人、第42期3,386人、第43期

3,743人雇用しております。 

５．第43期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号 平成17年12月9日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号 平

成17年12月9日）を適用しております。 

回次 第39期 第40期 第41期 第42期 第43期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高（百万円） 48,300 53,264 49,391 55,117 74,031 

経常利益（百万円） 2,005 1,755 1,858 2,245 2,148 

当期純利益又は当期純損失（△）

（百万円） 
1,047 838 541 △880 874 

資本金（百万円） 1,529 1,529 1,529 1,529 1,529 

発行済株式総数（千株） 14,680 14,680 14,680 14,680 14,680 

純資産額（百万円） 10,033 10,660 10,977 9,857 10,545 

総資産額（百万円） 50,512 53,750 56,291 56,110 33,407 

１株当たり純資産額（円） 680.56 723.26 744.88 671.55 718.43 

１株当たり配当額 （円） 

(うち１株当たり中間配当額) 

12.5 

(6.25) 

12.5 

(6.25) 

12.5 

(6.25) 

12.5 

(6.25) 

14.25 

(6.25) 

１株当たり当期純利益金額又は 

当期純損失金額（△） （円） 
68.40 54.18 33.94 △60.00 59.59 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額（円）
－ － － － － 

自己資本比率（％） 19.9 19.8 19.5 17.6 31.6 

自己資本利益率（％） 10.6 8.1 5.0 △8.5 8.6 

株価収益率（倍） 6.43 9.34 17.59 △16.58 14.43 

配当性向（％） 17.5 23.1 36.8 △20.8 23.9 

従業員数 

(内、準社員数)（人） 

4,716 

(3,830) 

4,652 

(3,720) 

4,605 

(3,608) 

4,656 

(3,609) 

4,691 

(3,608) 



２【沿革】 

年月 概要 

昭和41年９月 現取締役会長小佐野文雄及び故井上博敬（元代表取締役）が、東京都町田市旭町３丁目22番75号

で、資本金450千円にて日本ハウズイング株式会社を設立し、ビル清掃管理業務を開始する。 

昭和45年３月 マンション管理業務を開始、第１号（市ヶ谷薬王寺マンション）を受託する。 

昭和48年10月 東北地区進出のため仙台営業所（現東北支店）を設置する。 

昭和50年８月 大阪府を中心とした近畿圏進出のため大阪営業所（現大阪支店）を設置する。 

昭和54年12月 東洋信託銀行本店ビルの総合管理業務を受託する。 

昭和58年１月 広島営業所（現広島支店）を設置する。 

昭和59年２月 社有物件の運営管理を目的に「カテリーナ・エンタープライズ株式会社」を設立する。 

昭和59年３月 ザ・スクエア（店舗、公共施設、住宅の複合型物件）の総合管理業務を受託する。 

昭和60年３月 管理マンションの戸数５万戸を超える。 

昭和60年10月 北九州営業所（現北九州支店）を設置する。 

昭和61年12月 パークフィールドみさと（大街区形式）の総合管理業務を受託する。 

昭和62年８月 横浜営業所（現横浜支店）を設置する。 

昭和62年10月 社有ビルの運営管理を目的に「カテリーナビルディング株式会社」を設立する。 

建設工事の設計管理を目的に「株式会社カテリーナ都市設計」を設立する。 

マンション用土地開発を目的に「株式会社カテリーナ都市開発」を設立する。 

昭和63年９月 千葉営業所（現千葉支店）及び大宮営業所（現北関東支店）を設置する。 

昭和63年11月 札幌営業所（現札幌支店）を設置する。 

平成元年４月 営繕業務拡大に伴い住宅リフォーム部門を分離し「日本コミュニティー株式会社」を設立する。 

平成３年４月 名古屋営業所（現名古屋支店）を設置する。 

平成５年３月 管理マンションの戸数10万戸を超える。 

平成６年４月 岡山営業所（現岡山支店）を設置する。 

平成６年９月 台湾に合弁会社「東京都保全股份有限公司」を設立する。 

中国に合弁会社「大連日隆物業管理有限公司」を設立する。（現大連豪之英物業管理有限公司） 

平成10年３月 管理マンションの戸数15万戸を超える。 

平成10年４月 首都圏強化のため立川営業所（現立川支店）、東京北営業所（現東京北支店）、町田営業所（現

町田支店）を設置する。 

平成11年２月 神戸営業所（現神戸支店）を設置する。 

フィリピンに合弁会社「NIPPON HOUSING PHILIPPINES INC.」を創設、マンション管理業務を開始

する。 

平成11年５月 京都営業所（現京都支店）を設置する。 

平成11年７月 「ISO 9002」の認証を「会計・出納サービス部門」及び「オフィスビル等の清掃サービス部門」

にて取得する。(平成15年10月に「ISO9002」から「ISO9001」へ移行しております。) 

平成11年12月 本社を東京都新宿区新宿一丁目31番12号に移転する。 

静岡支店を設置する。 

平成12年２月 マンション管理事業拡大の一環として「札幌管理サービス株式会社」の株式を100％取得し、子会

社にする。 

平成12年８月 

平成13年２月 

日本証券業協会に株式を店頭登録する。 

東京東支店（墨田区）、池袋支店（豊島区）、東京南支店（港区）を設置する。 

平成13年３月 管理マンションの戸数20万戸を超える。 

平成14年２月 株式会社東京証券取引所市場第二部上場 

平成14年６月 子会社「札幌管理サービス株式会社」を吸収合併する。 

平成15年２月 渋谷支店、所沢支店を設置する。 

平成15年４月 管理マンションの戸数25万戸を超える。 

平成15年12月 東京都港区芝四丁目 分譲用高層住宅事業を目的とした、特別目的会社「有限責任中間法人カテリ

ーナ三田ホールディングス」、「有限会社カテリーナ三田ファイナンス」、「有限会社カテリー

ナ三田タワースイート」を設立する。  

平成16年９月 洋伸ビルテック株式会社の株式を100％取得し、子会社にする。 

平成16年11月 株式会社札幌丸増の株式を100％取得し、子会社にする。 

平成17年１月 東京西支店、大阪北支店を設置する。 

平成17年11月 「ISO9001」の認証を「分譲マンション修繕の設計及び施工」にて取得する。 

平成18年９月 管理マンションの戸数30万戸を超える。 

平成18年11月 カテリーナ三田タワースイートが竣工、管理業務を開始する。 



３【事業の内容】 

(1）事業の内容 

 当社企業グループ会社（当社、子会社18社により構成）においては、マンション・ビル管理事業及び不動産管理

事業、営繕工事業を営むと共に、マンションを中心とした開発建設事業を行っております。また、台湾・中国・フ

ィリピンの海外においてもマンション・ビル管理事業を展開しております。各事業における当社及び子会社の位置

付け等は次のとおりであります。 

 なお、次の５事業は「第５ 経理の状況 １－(1）連結財務諸表 注記事項」に掲げる事業の種類別セグメント

情報の区分と同一であります。 

◇マンション管理事業 

 マンション管理事業は、分譲・賃貸マンションの管理員業務・清掃業務・設備管理業務・保全業務から管理組合

の決算・運営補助業務までのすべての業務を行っております。 

 当社の特徴としましては、ＩＳＯ（国際標準化機構）の品質保証規格（ＩＳＯ 9001）の認証に裏付けされた高

品質なマンション管理業務における出納・会計サービスの提供であります。また、各マンション管理室と当社緊急

センターとをオンラインで結び、共用設備の異常、停電、専有部分内の異常を瞬時に緊急センターに伝え、速やか

に対応する「ライフガード24」の提供も好評を得ております。 

〔子会社〕 

 東京都保全股份有限公司 他６社 

◇ビル管理事業 

 ビル管理事業は、環境衛生清掃業務・保安警備業務・受付業務・設備管理業務・水道光熱費管理徴収業務・ビル

保全業務のすべてを行っており、全業務を行う総合管理の受託に注力しております。なお、「オフィスビル等の清

掃サービス」においてＩＳＯの認証（ＩＳＯ 9001）を取得しております。 

〔子会社〕 

洋伸ビルテック株式会社 他２社 

◇不動産管理事業 

 不動産管理事業は、不動産の売買・仲介・賃貸からオーナー所有物件の賃貸管理代行及びサブリース事業を行っ

ております。 

〔子会社〕 

カテリーナビルディング株式会社 他１社 

◇営繕工事業 

 営繕工事業は、主として管理業務を受託しているマンションを対象に、設備の年次診断・長期修繕計画等に基づ

き行われる共用部分の補修・改修工事を中心とした外壁塗装工事・屋上防水工事・給排水管更新工事等の大規模修

繕工事のほか、諸設備のオーバーホールや器具の取替等の簡易な工事まで幅広く行っております。なお、「分譲マ

ンション修繕の設計及び施工」においてＩＳＯの認証（ＩＳＯ 9001）を取得しております。 

〔子会社〕 

日本コミュニティー株式会社 他１社 

◇開発建設事業 

 開発建設事業は、等価交換方式による複合マンションの開発・建設の他に、投資用マンション及びファミリータ

イプマンションの開発・建設も行っております。 

〔子会社〕 

株式会社カテリーナ都市開発 他５社 

  



(2）事業系統図 

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 



４【関係会社の状況】 

 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数表示をしております。 

３．株式会社カテリーナ都市開発、株式会社札幌丸増、有限会社カテリーナ三田ファイナンス及び東京都保全股

份有限公司は、特定子会社に該当いたします。 

４．有限責任中間法人カテリーナ三田ホールディングス及び有限会社カテリーナ三田ファイナンスについては、

議決権を有しないため、出資比率を記載しております。 

名称 住所 
資本金又は出資金 

（百万円） 
主要な事業の内容 

議決権の所
有割合又は
被所有割合 
（％） 

関係内容 

（連結子会社）          

 カテリーナ・エンタープライズ 

株式会社 
東京都新宿区 10 不動産管理事業 100.0 

当社の不動産管理 

役員の兼任等…有 

 カテリーナビルディング 

株式会社 
東京都新宿区 20 不動産管理事業 100.0 

当社に対し建物を賃貸 

役員の兼任等…有 

日本コミュニティー株式会社 東京都新宿区 50 営繕工事業 100.0 
当社の下請 

役員の兼任等…有 

株式会社カテリーナ都市開発 東京都新宿区 220 開発建設事業 100.0 
不動産媒介 

役員の兼任等…有 

株式会社カテリーナ都市設計 東京都新宿区 20 開発建設事業 100.0 
当社が建物建築請負 

役員の兼任等…有 

洋伸ビルテック株式会社 東京都文京区 40 
ビル管理事業 

営繕工事業 
100.0 

当社へビル管理を発注 

役員の兼任等…有 

株式会社札幌丸増 札幌市中央区 200 開発建設事業 100.0 役員の兼任等…有 

有限責任中間法人 

カテリーナ三田ホールディングス 
東京都中央区 120 

開発建設事業 

特別目的会社(SPC)  
100.0 役員の兼任等…無 

 有限会社 

カテリーナ三田ファイナンス 
東京都中央区 3 

開発建設事業 

 特別目的会社(SPC)  

100.0 

(100.0) 
役員の兼任等…無 

東京都保全股份有限公司 台湾台北市 
120 

百万台湾ドル 
マンション管理事業 64.3 役員の兼任等…有 

NIPPON HOUSING 

PHILIPPINES INC 
比国マカティ市 

20 

百万フィリピンペソ 

マンション管理事業 

ビル管理事業 
100.0 役員の兼任等…有 

大連豪之英物業管理有限公司 中国大連市 
350 

千米ドル 
ビル管理事業 51.0 役員の兼任等…有 

その他６社   
  

  
      



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．上記従業員数には準社員3,632人を含んでおります。 

２．パート等は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。なお、上記パート等には海外子会社 

4,173人を含んでおります。 

３．全社（共通）として、記載されている従業員は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）  

マンション管理事業 4,244  (6,296)  

ビル管理事業 296  (1,572)  

不動産管理事業 119  (42)  

営繕工事業 179  (170)  

開発建設事業 114  (1)  

全社（共通） 62  (3)  

合計 5,014  (8,084)  

  平成19年３月31日現在

区分 従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（千円）

本社員 1,083 35歳6ヶ月  5年7ヶ月 5,081 

準社員 3,608 61歳1ヶ月  4年0ヶ月 1,885 

合計 4,691 55歳2ヶ月  4年4ヶ月 2,656 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、好調な企業収益を背景とする民間設備投資の増加や雇用情勢に改善がみ

られるなど、引続き緩やかな回復基調で推移いたしました。 

 当社企業グループを取り巻く事業環境は、マンション管理事業につきましては、首都圏、特に東京都内を中心と

した新築マンションの供給によるビジネスチャンスがある一方、既存マンションでは管理組合による管理会社見直

し気運は引続き高いものの、管理に対するニーズは益々多様化、高度化し、サービスの充実や価格抑制が一層求め

られる状況にありました。 

 また、開発建設事業につきましては、投資用ワンルームマンションの需要は依然として旺盛なものの、開発適地

の地価上昇や用地取得競争の激化、建設コストの増加など、事業環境は厳しい状況にありました。 

 このような状況のもと当社企業グループは、「良質なものをリーズナブルな価格で提供する」ことを経営方針

に、開発建設事業からマンション管理を中心とする管理事業全般まで、全社一丸となった情報収集・総合営業の展

開と経営効率化に取組み、業容の拡大と収益の向上に努めてまいりました。 

 この結果、当連結会計年度の業績は、昨年11月に竣工いたしました大規模開発プロジェクト「カテリーナ三田タ

ワースイート」が寄与したことから、売上高は前期比60.2％増の1,081億3千6百万円と大幅な増収となりました

が、営業利益は前期比7.3％減の34億5千7百万円、経常利益は前期比8.2％減の25億円8千5百万円に留まり、減益と

なりました。また、当期純利益は、固定資産売却による特別利益を計上した一方、賃貸用資産の除却損、及び連結

子会社のたな卸資産評価損などを計上した結果、前期の「カテリーナ三田タワースイート」プロジェクトに対する

開発事業損失引当金の計上等による9億2百万円の損失に対して、20億5百万円増の11億2百万円となりました。 

当連結会計年度の売上高・営業利益・経常利益・当期純損益は、以下のとおりであります。  

 
売上高 

（百万円） 
営業利益 
（百万円） 

経常利益 
（百万円） 

当期純損益 
（百万円） 

平成18年３月期 67,514 3,729 2,816 △902 

平成19年３月期 108,136 3,457 2,585 1,102 

増減 40,621 △272 △230 2,005 

伸び率   60.2％   △7.3％  △8.2％    － ％ 



事業の種類別セグメントの概況は、以下のとおりであります。 

①マンション管理事業 

 新規受託につきましては、積極的に管理の質の向上を図り、顧客ニーズに対応した営業展開の結果、国内にお

いて14,525戸の純増が図られ、当連結会計年度末の管理戸数は312,261戸となり海外を含めたグループ全体では

20,430戸の純増、当連結会計年度末の管理戸数は373,659戸となりました。この結果、売上高は前期比6.2％増の

285億円9千万円、営業利益は前期比10.5％増の25億6千3百万円となり増収・増益となりました。 

②ビル管理事業 

 管理物件のオーナー変更に伴う管理会社変更や経費節減要請に伴う管理仕様の変更、管理委託費の引下げとい

った事業環境が続くなか、当連結会計年度末の国内におけるオフィスビルの管理受託棟数は前期比7棟増の420棟

となりました。受託棟数の増加が伸び悩んだことに加え、既存管理物件の解約や仕様見直しの影響から、売上高

は前期比1.0％減の44億7千3百万円、営業利益は前期比24.8％減の3億2千6百万円と、減収・減益となりました。 

③不動産管理事業 

 ビル管理事業同様に既存管理物件の管理会社変更や仕様見直しと新規受注が拮抗する事業環境でありました

が、全国展開の強みを活かした積極的な受注営業が奏功し、当連結会計年度末の国内における賃貸マンションの

管理棟数は前期比58棟増の624棟となりました。この結果、売上高は前期比1.8％増の33億1千6百万円、営業利益

は前期比9.1％増の5億6千2百万円と増収・増益となりました。 

④営繕工事業 

 マンション・ビルの建物維持管理業務の延長である小修繕工事の積極的な提案活動が受注につながったこと、

及び大規模修繕工事の受注が比較的順調に推移したことに加え、工事原価の低減など収益性の向上に努めた結

果、売上高は前期比10.2％増の116億8千4百万円、営業利益は前期比59.6％増の7億9千6百万円と増収・増益とな

りました。 

⑤開発建設事業 

 連結子会社㈱札幌丸増による札幌市内のファミリーマンション分譲事業は、比較的順調に推移しましたが、首

都圏を中心とする投資用マンション市場は、引続き需要が旺盛なものの、開発適地の減少や土地仕入コスト、建

設コストの上昇から開発案件の減少を余儀なくされる状況にありました。 

 当連結会計年度は「カテリーナ三田タワースイート」プロジェクトの売上434億3千9百万円が寄与したため、売

上高は前期比170.4％増の600億7千1百万円となりましたが、営業利益は前期比37.4％減の12億7千万円と増収・減

益となりました。 

 

売上高（百万円） 営業利益（百万円） 

平成18年 
３月期 

平成19年 
３月期 

前期比 
平成18年 
３月期 

平成19年 
３月期 

前期比 

マンション管理事業 26,922 28,590   6.2％ 2,319 2,563   10.5％ 

ビル管理事業 4,517 4,473   △1.0％ 433 326  △24.8％ 

不動産管理事業 3,256 3,316   1.8％ 515 562   9.1％ 

営繕工事業 10,598 11,684   10.2％ 499 796   59.6％ 

開発建設事業 22,218 60,071   170.4％ 2,029 1,270  △37.4％ 

消去又は全社 － － － △2,067 △2,060  － 

合 計 67,514 108,136   60.2％ 3,729 3,457   △7.3％ 



(2）キャッシュ・フロー 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、たな卸資産の減少及び有形固定資産

の売却による収入の一方、借入れの減少等により、前連結会計年度末に比べ26億2千3百万円減少し、132億2千9百

万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果獲得した資金は、360億3千8百万円（前年同期は60億4千4百万円の使用）となりました。これは、

主に税金等調整前当期純利益の計上23億7千5百万円、たな卸資産の減少額378億3百万円等増加要因の一方、開発事

業損失引当金の取り崩し26億5千万円、法人税等の支払額12億5千5百万円等の減少要因によるものであります。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果獲得した資金は、41億4千9百万円（前年同期は2千6百万円の獲得）となりました。 

 これは主に、所有不動産（土地）の売却等、有形固定資産売却による収入45億8千2百万円によるものでありま

す。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、428億2千1百万円（前年同期は104億7千6百万円の獲得）となりました。 

 これは主に、営業活動及び投資活動からの獲得資金を借入金等の圧縮（借入金純減額420億8千1百万円）に充てた

ことによるものであります。 



２【生産、外注費及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社企業グループの業務内容は、マンション及びビルの管理、賃貸、修繕等の役務提供を主体としています。 

 このため、生産実績の表示は困難なため、その記載は省略しております。 

(2）外注費実績 

 当連結会計年度における外注費状況を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。ただし、一部免税事業者である連結子会社の消費税等が含

まれております。 

(3）販売実績 

 当連結会計年度における販売状況を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。ただし、一部免税事業者である連結子会社の消費税等が含

まれております。 

事業の種類別セグメントの名称 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

金額（百万円） 前年同期比（％） 

マンション管理事業 5,232 98.4 

ビル管理事業 2,184 100.4 

不動産管理事業 922 102.8 

営繕工事業 8,733 109.7 

開発建設事業 57,537 568.9 

合計 74,611 281.9 

事業の種類別セグメントの名称 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

金額（百万円） 前年同期比（％） 

マンション管理事業 28,590 106.2 

ビル管理事業 4,473 99.0 

不動産管理事業 3,316 101.8 

営繕工事業 11,684 110.2 

開発建設事業 60,071 270.4 

合計 108,136 160.2 



３【対処すべき課題】 

(1) 対処すべき課題 

 管理事業の主力でありますマンション管理事業につきましては、居住者の管理に対する関心が高まるとともに管

理に対するニーズも多様化かつ高度化しています。また、住生活基本法の制定など住宅政策は量から質へと転換

し、良好なストック形成の重要性が一段と叫ばれるなか「マンションの資産価値の維持、より良い住環境の提供」

が求められています。今後も計画的な設備改修など建物長命化のための提案や防犯・防災対策及び高齢居住者対策

の提案など、より充実したサービスの提供により事業強化を図ってまいります。 

 業容の拡大を図るとともに、景気回復に伴う人件費の増嵩等、コストアップが予想されるなか、原価の見直しの

みならず業務仕様、仕事の進め方等に工夫を凝らし収益改善に努めてまいります。 

 ビル管理事業・不動産管理事業は、建物ライフサイクルコストの見直し提案等プロパティマネジメントの強化や

入居率アップのための設備更新提案等顧客ニーズを先取りした提案によりマーケット競争力、営業力の一層の強化

に努めるとともにコスト見直しをはじめ、業務の効率化を図りながら収益力の向上に努めてまいります。 

 営繕工事業は、管理のプロとしての視点から建物の資産価値の維持向上のため、日常的な小修繕から建物のライ

フサイクルを考慮した長期的な大規模修繕まで、総合的な提案力を活かし受注増につなげてまいります。 

 開発建設事業につきましては、首都圏を中心とした投資用ワンルームマンションと子会社による札幌地区でのフ

ァミリーマンション開発において、引き続き立地や利便性を考慮した良質なプロジェクトを推進してまいります。

 今後も、グループ経営管理体制を強化し、強固な収益構造の確立に向け、業務の効率化に取り組んでまいりま

す。 

(2) 当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）について 

 ① 当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上への取組み 

当社は、昭和33年に創業し、「安全で快適な住環境づくりを通じて、広く社会の発展に貢献する」ことを経営理

念に掲げ、マンションやビル・不動産の管理業務及び営繕工事業務ならびにマンション開発業務を展開して、業容

の拡大と企業価値の向上に努めてまいりました。 

 この結果、主力事業であるマンション管理業務においては、多くのお客様の信頼を頂き、管理受託戸数は国内で

31万戸を超え我国トップクラスの事業規模を有するまでに至り、また、マンション開発業務においても約30年に亘

る投資用ワンルームマンションの開発を基に独自のビジネスモデルを構築しております。 

 当社の事業、とりわけ管理事業は、日々欠かすことのできないサービスの提供を通じてお客様の生活に役立つこ

とであり、そのサービスの質を高め、継続して均質なサービスを提供していくことが当社の使命であると考えてお

ります。 

 長年に亘り培ってきたノウハウ・経験、お客様の生活に直結する業務体制に関する十分な理解と中長期的視野に

基づく経営こそが、当社への信頼を高め、ひいては当社の企業価値を安定的かつ持続的に向上させ、株主共同の利

益の確保・向上につながるものと確信しております。 

 当社の業務は、マンション管理事業、ビル管理事業、不動産管理事業、営繕工事業、開発建設事業の５つのセグ

メントで構成されております。マンション管理事業、ビル管理事業、不動産管理事業の３事業を称して管理事業、

さらに営繕工事業を加えて管理事業系とし、開発事業系と併せた２つの柱で事業展開を行っております。 

管理業界はデベロッパー系列の企業が多数を占める中、当社は数少ない独立系の企業であります。親会社にデベロ

ッパーを有しないため、創業時から受注営業に注力し、同時に「現場第一主義」に徹して管理現場の清掃や建物維

持保全など、管理の質の向上に取り組んでまいりました。そして、この独立系であることが、逆に特定のマンショ

ンブランドに偏ることなく管理のバリエーションを積み重ねられるという好結果を生み、管理組合の多種多様なニ

ーズに柔軟に対応できるという固有の強みとなって今日の実績を築いてまいりました。 

 今後とも独自の強みを活かした受注営業に力を入れ管理戸数の増加を目指してまいります。また、管理組合に対

しては、建物維持管理及び設備の更新、防犯・防災対策、高齢化対策、コミュニティー形成、専有部サービス等

様々な提案を行って、お客様のさらなる満足度向上にも努めてまいります。 

 もう一方の柱であります開発建設事業については、昭和54年竣工の「カテリーナ新宿御苑」を始めとして、首都

圏中心部において主に投資用ワンルームマンションの開発建設を行ってまいりました。とくに等価交換や共同事業

による事業化に注力し、現在までに約230棟の供給実績を有しております。 

 開発事業を取り巻く環境は、投資用マンション市場に参入する企業が増え、開発適地の減少、土地仕入コストや

建設コストの上昇といった面もありますが、投資用マンションの需要は引続き旺盛であることから、情報入手活

動・仕入体制の強化を図りつつ従来から培ったノウハウを活かして開発適地の確保に努め、立地条件・価格面で競

争力のある良質なプロジェクトを推進してまいります。 

 当面の経営目標として、経常利益率5％、自己資本比率30％の達成を目指しており、中長期的な視野に立った事

業収益の拡大ならびに財務基盤の強化を図りながら、自己資本の充実と業績に裏付けられた安定した利益配分を継

続して株主の皆様への還元を行ってまいります。 



しかしながら、近年、わが国の資本市場においては、対象となる会社の取締役会との十分な協議や合意などを

経ることなく、突如として一方的に大量の株式買付を行うという現象が起きております。 

 そこで当社は、平成18年5月12日開催の取締役会決議で「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針」を導入

いたしましたが、平成19年5月15日開催の取締役会において、これを改定した新たな「当社株式の大量取得行為に

関する対応策」を決議し、平成19年6月28日開催の当社第43期定時株主総会における承認を得て、導入されまし

た。   

 ② 不適切な支配の防止のための取組み 

当社取締役会は、当社株式の大量買付行為にあっても、当社の社会的存在価値を踏まえた企業経営を十分に理

解し、企業価値・株主共同の利益の確保・向上に資するものであれば、これを一概に否定するものではありませ

ん。また、当然のことですが、株式会社の経営権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には株主全体

の意思に基づき行われるべきものと考えております。 

 しかしながら、株式の大量買付等の中には、企業価値ひいては株主共同の利益に明白な侵害をもたらすもの、

株主に株式の売却を事実上強要する恐れのあるもの、あるいは買収提案の内容を検討するために十分な時間や情

報を提供しないもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。 

 当社取締役会は、当社株式の自由な売買が認められる以上、特定の者から当社に対して買収提案がなされた場

合に、これを受け入れるかどうかの最終的な判断は株主の皆様に委ねられるべきであると考えます。当社取締役

会はかかる場合に、株主の皆様が買付者等による買収提案に賛同するか否かについて、株主の皆様が十分な時間

をかけて検討され、また、上記判断をされるために十分な情報を得られるよう努めることが、当社の企業価値・

株主共同の利益を守るために必要不可欠であると判断いたしました。 

 このような考え方に立ち、当社取締役会は、買付者等へ買付等の実行に先立ち、必要情報及び買付説明書を当

社の定める書式により提出するよう求め、かかる情報提供がなされた後、当社取締役会において60日間または90

日間を期限として、検討作業を行います。また、取締役会の検討期間において、当社取締役会は、買付者等から

買付等に係る提案がなされた事実とその概要、必要情報の概要その他の状況及び当社取締役会としての意見をと

りまとめ情報開示を行い、必要に応じて株主の皆様へ代替案を提示することもあります。 

 取締役会検討期間満了後30日間は、当社株主の皆様が、大規模買付者から提供された情報、及びこれを基にし

た当社取締役会の意見や代替案を考慮して、買付者等からの提案に応ずるか否か等について適切な判断をしてい

ただくための熟慮期間（「株主熟慮期間」）といたします。 

 当社取締役会は、上記のとおり、買付者等が情報提供及び取締役会検討期間ならびに株主熟慮期間の確保その

他本対応策に定める手続（「大規模買付ルール」）を設定し、その遵守を求め、買付者等が大規模買付ルールを

遵守しない場合には、当社取締役会はそのことのみをもって、一定の対抗措置を実施することがあります。 

 但し、買付者等が大規模買付ルールを遵守した場合であっても、当該買付等が当社企業価値及び株主共同の利

益の確保・向上に反すると判断される場合には、当社取締役会は、当社企業価値及び株主共同の利益の確保・向

上を目的として、対抗措置を講じることがあります。 

 なお、当社取締役会は、対抗措置を発動する手続きを開始した後に対抗措置の発動を維持することが相当でな

いと判断した場合には、対抗措置の発動を中止することがあります。この場合、対抗措置が発動されることを前

提として当社株式の売買を行った投資家の皆様は、当社株式の株価に相応の変動が生じ、不測の損害を被る可能

性があります。 

 本対応策の有効期間は、平成21年6月開催予定の定時株主総会終結の時までとします。但し、かかる有効期間の

満了前であっても、当社の株主総会において本対応策を変更または廃止する旨の決議が行われた場合には、本対

応策は当該決議に従いその時点で変更または廃止されるものとします。また、当社の株主総会で選任された取締

役で構成される取締役会により本対応策を廃止する旨の決議が行われた場合には、本対応策はその時点で廃止さ

れるものとします。 

 なお、当社取締役会は、本対応策に反しない範囲、または会社法、証券取引法、その他の法令、もしくは証券

取引所規則の変更またはこれらの解釈・運用の変更、または税制、裁判例等の変更により合理的に必要と認めら

れる範囲で、本対応策を修正し、または変更する場合があります。当社は、本対応策が廃止または変更された場

合には、当該廃止または変更の事実及び（変更の場合には）変更内容その他当社取締役会が適切と認める事項に

ついて、情報開示を速やかに行います。 



 ③ 本対応策の合理性 

1）買収防衛策に関する指針の要件を全て充足していること 

本対応策は、経済産業省及び法務省が平成17年5月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保または

向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前

開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を全て充足しています。 

2）株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること 

本対応策は、当社株式に対する買付等が行われた際に、当該買付等に応じるべきか否かを株主の皆様が判断す

るために必要な情報や時間、あるいは当社取締役会による代替案の提示を受ける機会を確保すること等を可能に

するものであり、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入される

ものです。 

3）株主意思を重視するものであること 

本対応策は、平成19年6月28日開催の当社定時株主総会において、株主の皆様に議案としてお諮りし、ご承認

をいただき導入しております。また、対抗措置の発動の賛否に関する株主意思を確認し、本対応策に基づいた対

抗措置の実施について、株主の皆様に直接ご判断いただくこととなっております。 

4）合理的な客観的発動要件の設定 

本対応策は、予め定められた合理的客観的発動要件が充足されなければ発動されないように設定されており、

当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しています。 

5）第三者専門家の意見の取得 

本対応策は、買付者等が出現すると、独立した第三者の助言を得ることができることにより、当社取締役会に

よる判断の公正さ・客観性がより強く担保された仕組みとなっています。 

6）デッドハンド型もしくはスローハンド型買収防衛策ではないこと 

本対応策は、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により廃止することができることか

ら、当社の株券等を大量に買い付けた者が、当社株主総会で取締役を指名し、かかる取締役で構成される取締役

会により、本対応策を廃止することが可能です。従って、本対応策は、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の

構成員の過半数を交代させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。 

また、当社は期差任期制を採用していないため、本対応策はスローハンド型（取締役会の構成の交代を一度に行

うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。 



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼ

す可能性のある事項には、以下のようなものがあります。当社企業グループは、これらのリスク発生の可能性を

認識した上で、発生の回避および発生した場合の早期対応に努める所存であります。 

 なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成19年6月28日）現在において当社企業

グループが判断したものであります。 

（１）会社がとっている経営方針 

 当社企業グループの業務は、管理事業系と開発事業系の大きく２つに分類されます。管理事業系の中に、建

物の管理事業と営繕工事業とがあり、管理事業は更にマンション管理、ビル管理、不動産管理事業と３つに分

けられ、全部で５つのセグメントで事業展開を行っております。 

 管理事業系の主な売上は、管理物件の月々の定額委託料であり、安定した収益を計上することができます

が、一方、開発事業系につきましては、経済情勢の動向による需要の変化と物件の竣工、販売時期により年度

毎の売上高および損益に影響がでる場合があります。このため、全体に占める開発事業系の売上高は、 

18年度竣工の「カテリーナ三田タワースイート」プロジェクトは別として、約3割とすることでリスクを抑え

る一方、利益に貢献できる規模を維持してまいります。 

（２）業績の変動要因 

①マンション管理事業 

 新規分譲物件を中心に管理委託料は下げ止まりの傾向にありますが、対象物件の受注競争如何によっては管

理委託料引下げに繋がる場合があります。 

 今後も、この傾向が続くものと考えられることから、当該動向により業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

②ビル管理事業 

 オーナーからの経費節減要請に伴う管理仕様の大幅な変更、委託替え等の影響によっては、管理物件の減少

も含め、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

③不動産管理事業 

 当該事業のうちサブリース方式による賃貸管理業務については、当該物件の入居率又は賃貸料が予定以上に

低下した場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

④営繕工事業 

 当該事業は、今後もその需要は増加することが見込まれておりますが、一方、専業建設事業者の参入なども

あり、当社企業グループにおいても業者間の競争の影響により工事の受注率及び受注価格の低下等が生じる可

能性があり、これらの動向が業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑤開発建設事業 

 当該事業は、開発用地の仕入れから販売までに相当期間を要するため、期間中の地価動向や建築コストの動

向等により、業績に影響を及ぼす可能性があります。  

セグメント 事業分類 大分類 

 ◆マンション管理事業 

管理事業 
管理事業系  

 ◆ビル管理事業 

 ◆不動産管理事業 

 ◆営繕工事業 営繕工事業 

 ◆開発建設事業 開発建設業 開発事業系 



（３）自然災害について 

 自然災害等により広範囲な地域に被害が発生した場合には、当社企業グループの情報システム等の諸機能の

維持に一時的な問題が発生する可能性があるほか、管理会社として管理建物の安全・維持点検等にコスト負担

が生じることがあり、また、建物倒壊により管理物件数が減少する可能性があります。 

（４）法的規制について 

 当社企業グループの営む事業に、新たな法的規制又は規制強化が図られた場合につきましても、対応コスト

の増加が必要になる可能性があります。 

（５）社員採用について 

 景気の持続的拡大に伴い雇用情勢が改善傾向にあり、今後管理員を中心とした人材確保のため、人件費等の

コストが増加する可能性があります。 

（６）訴訟について 

 当社企業グループは、各種関係法令を遵守し、コンプライアンスを理解・実践することを尽しております

が、事業遂行のうえで訴訟提起される可能性があります。重大な訴訟の場合には、当社企業グループの業績及

び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

（７）個人情報の管理について 

 当社企業グループでは、業務遂行上の必要から多くの個人情報を取扱っております。万が一この個人情報が

漏洩した場合、当社企業グループの信用が損なわれることになり、当社企業グループの業績及び財政状態に影

響を及ぼす可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。  

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

（１）重要な会計方針及び見積り 

当社企業グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成

されております。この連結財務諸表の作成に当たりまして、重要な会計方針につきましては「第5［経理の状

況］連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載した通りであり、繰延税金資産、貸倒引当金、固

定資産の減価償却累計額、退職給付引当金等、過去の実績や状況に応じ合理的だと考えられる金額を計上してお

ります。 

（２）財政状態の分析 

当連結会計年度末（以下「当期末」といいます。）の総資産は、前連結会計年度末（以下「前期末」といいま

す。）に比べ458億9千4百万円減少し435億2千4百万円となりました。これは、主として「カテリーナ三田タワー

スイート」の引渡しに伴う、たな卸資産の減少（369億8千9百万円）及び所有不動産の売却（土地44億3千4百万

円）等によるものであります。負債につきましては、主として「カテリーナ三田タワースイート」に係る開発事

業損失引当金の取崩し（26億5千万円）及び借入金等有利子負債の圧縮（425億8千1百万円）等により、前期末に

比べ468億5千3百万円減少し、316億9千3百万円となりました。純資産は、当期純利益の計上（11億2百万円）等

により、118億3千万円となりました。 

（３）当連結会計年度の経営成績の分析 

当連結会計年度（以下「当期」といいます。）の売上高は1,081億3千6百万円と前連結会計年度（以下「前

期」といいます。）と比べ406億2千1百万円の増加となりました。売上総利益は前期比1億6千3百万円増の148億9

千1百万円を計上、営業利益につきましては前期比2億7千2百万円減の34億5千7百万円となりました。また、経常

利益は前期比2億3千万円減の25億8千5百万円、税金等調整前当期純利益は前期比32億3千2百万円増の23億7千5百

万円となり、当期純利益は前期比20億5百万円増の11億2百万円となりました。 

 売上高は、マンション管理事業等の管理事業系につきましては、管理戸数の増加が寄与し前期比27億6千8百万

円増加となり、開発建設事業につきましても、昨年11月に竣工した大規模開発プロジェクト「カテリーナ三田タ

ワースイート」が寄与した結果、前期比378億5千3百万円の増加となりました。 

 営業利益は、マンション管理事業等の管理事業系につきましては、前期比4億8千万円の増加を果たすことがで

きましたが、開発建設事業においては、連結子会社㈱札幌丸増による札幌市内のファミリーマンション分譲事業

は比較的順調に推移した一方、首都圏においては、開発適地の減少や土地仕入コスト・建設コストの上昇から開

発案件の減少を余儀なくされる状況下であった結果、前期比7億5千9百万円の減少となりました。 

 経常利益は、営業外費用が支払利息の減少等により、前期比5千2百万円減少いたしましたが、営業利益の減少

を受け前期比2億3千万円減少の25億8千5百万円となりました。 

 税金等調整前当期純利益は、特別利益に所有不動産の売却に伴う「固定資産売却益」、特別損失に賃貸用不動

産に係る「固定資産除却損」、連結子会社による「たな卸資産評価損」を計上した結果、前期の「カテリーナ三

田タワースイート」プロジェクトに対し開発事業損失引当金繰入額を計上したこと等による8億5千7百万円の損

失に対し、32億3千2百万円増加の23億7千5百万円となりました。 

 当期純利益につきましても、法人税、住民税及び事業税、法人税等調整額、少数株主利益を控除した結果、前

期比20億5百万円増の11億2百万円となりました。 

 なお、事業別の分析は、第２[事業の状況]１[業績等の概要]（１）業績の項目をご参照ください。 

（４）キャッシュ・フローの分析 

「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (2)キャッシュ・フロー」に記載しております。 

  前 期 当 期 増 減 

売  上  高（百万円） 67,514 108,136 40,621 

売 上 総 利 益（百万円） 14,727 14,891 163 

営 業 利 益（百万円） 3,729 3,457 △272 

経 常 利 益（百万円） 2,816 2,585 △230 

税金等調整前当期純利益（百万円） △857 2,375 3,232 

当 期 純 利 益（百万円） △902 1,102 2,005 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度において実施した設備投資の総額は5億5千万円となり、その主なものは、土地2億9百万円の取得で

あります（全社資産）。 

 なお、当連結会計年度において、賃貸用資産（不動産管理事業用資産）を除却しており、これに伴う特別損失「固

定資産除却損」を1億3千8百万円計上しております。 

２【主要な設備の状況】 

 当社企業グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1）提出会社                                   平成19年３月31日現在 

 （注） 提出会社の本社屋はカテリーナビルディング株式会社より賃借を受けており、その年間賃借料は285百万円で

あります。 

(2）国内子会社                                  平成19年３月31日現在 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数
（人） 建物及び構

築物 
機械装置 
及び運搬具

土地 
(面積千㎡) 

その他 合計 

本社各営業部他 

(東京都新宿区) 
不動産管理事業他

不動産管理事業

用施設他 
1,686 0 

3,315 

(4)
262 5,264 865 

大阪支店 

(大阪市中央区) 

他23支店 

不動産管理事業他
不動産管理事業

用施設他 
582 0 

463 

(2)
78 1,125 3,826 

会社名 
事業所名 

（所在地） 

事業の種類別
セグメントの

名称 
設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員数
（人） 建物及び

構築物 

機械装置
及び運搬

具 

土地 
(面積千㎡) 

その他 合計 

 カテリーナビルディング 

株式会社 

本社 

(東京都新宿区) 
不動産管理事業 事業用施設他 853 － 

2,930 

(1)
0 3,785 0 

カテリーナ・エンター 

プライズ株式会社 

本社 

(東京都新宿区) 
不動産管理事業 事業用施設他 13 － 

322 

(1)
0 336 0 

 日本コミュニティー 

株式会社 

本社 

(東京都新宿区) 
営繕工事業 営業用施設他 0 － － 8 9 47 

 株式会社 

カテリーナ都市開発 

本社 

(東京都新宿区) 
開発建設事業 事業用地他 11 － 

189 

(7)
4 206 16 

 株式会社 

カテリーナ都市設計 

本社 

(東京都新宿区) 
開発建設事業 営業用施設 － － － 0 0 1 

洋伸ビルテック株式会社 
本社 

(東京都文京区) 

ビル管理事業 

営繕工事業 
営業用施設他 1 － － 6 8 29 

株式会社札幌丸増 
本社 

(札幌市中央区) 
開発建設事業 営業用施設 － － － 0 0 30 



(3）在外子会社                                  平成19年３月31日現在 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品、建設仮勘定並びにのれんを除く無形固定資産でありま

す。 

なお、金額には消費税等を含みません。 

２．東京都保全股份有限公司他５社とは、東京都保全股份有限公司とその子会社４社（衆鼎機電工程股份有限公

司、東京都公寓大廈管理維護股份有限公司、東京都環保服務股份有限公司及び東昇国際管理顧問股份有限公

司）及び東京都物業管理股份有限公司であります。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社企業グループの当連結会計年度後、１年間の重要な設備の新設及び除売却の計画はありません。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員数
（人） 建物及び

構築物 

機械装置
及び運搬

具 

土地 
(面積千㎡) 

その他 合計 

東京都保全股份 

有限公司他５社 

本社 

(台湾台北市) 

マンション 

管理事業 
事務所他 9 3 

18 

(0)
60 93 176 

NIPPON HOUSING 

PHILIPPINES INC 

本社 

(比国マカティ市) 

マンション・

ビル管理事業 
清掃用設備他 0 2 － 1 5 9 

大連豪之英物業管理 

有限公司 

本社 

(中国大連市) 
ビル管理事業 清掃用備品他 － 5 － 6 11 15 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 50,000,000 

計 50,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数(株) 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年６月28日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 14,680,000 14,680,000 
東京証券取引所 

（市場第二部） 
－ 

計 14,680,000 14,680,000 － － 



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行株数  1,500,000株 

発行価格     827円 

資本組入額    340円 

払込金総額   1,240百万円 

(5）【所有者別状況】 

 （注）自己株式1,291株は、「個人その他」に12単元及び「単元未満株式の状況」に91株を含めて記載しております 

(6）【大株主の状況】 

 （注）１．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数は、全て信託業務に係るものであります。 

２．前事業年度末現在主要株主であった井上投資株式会社は、当事業年度末では主要株主ではなくなりました。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金 
増減額 

（百万円） 

資本金残高 

（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成12年８月30日（注） 1,500,000 14,680,000 510 1,529 730 1,329 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 単元未
満株式
の状況
（株） 政府及び

地方公共
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

   個人以外  個人  

株主数（人） － 5 7 40 15 1 1,150 1,218 － 

所有株式数（単元） － 18,852 265 58,377 17,268 1 52,032 146,795 500 

所有株式数の割合(％) － 12.85 0.18 39.77 11.76 0.00 35.44 100.00 － 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（百株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社カテリーナ・ファイナンス 東京都新宿区新宿1-31-12 22,170 15.10 

小佐野投資株式会社 東京都日野市程久保3-25-21 16,500 11.24 

井上投資株式会社 東京都中央区日本橋2-15-5 9,000 6.13 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 

（信託口） 
東京都中央区晴海1-8-11 7,794 5.30 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内1-4-5 7,330 4.99 

株式会社ランドマーク 広島県広島市中区袋町4－31 7,016 4.77 

ユービーエスエイジーロンドンアジアエクイティーズ 

（常任代理人）UBS証券会社 

東京都千代田区大手町1－5－1大手町ファーストス

クエアイーストタワー 
5,636 3.83 

日本ハウズイング従業員持株会 東京都新宿区新宿1-31-12 5,280 3.59 

小佐野 台 東京都多摩市 4,418 3.00 

メリルリンチインターナショナルエクイティデリバティ

ブス（常任代理人）メリルリンチ日本証券株式会社 

東京都中央区日本橋1-4-1日本橋一丁目ビルディン

グ 
3,847 2.62 

計 － 88,991 60.62 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     1,200 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  14,678,300 146,783 － 

単元未満株式 普通株式      500 － － 

発行済株式総数 14,680,000 － － 

総株主の議決権 － 146,783 － 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

日本ハウズイング株式会社 
東京都新宿区新宿

1-31-12 
1,200 － 1,200 0.0 

計 － 1,200 － 1,200 0.0 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第２２１条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び

会社法第１５５条第７号に該当する普通株式の取得。 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。  

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 (注）当期間における取得自己株式には、平成１９年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 (注）当期間における保有自己株式には、平成１９年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 54 42,120 

当期間における取得自己株式 － － 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

（－） 
－ － － － 

保有自己株式数 1,291 － － － 



３【配当政策】 

 当社は、長期的視野に立った事業収益の拡大並びに財務体質と経営基盤の強化を図りながら安定収益力を維持する

とともに、業績に裏付けられた安定した利益配分を継続することを基本方針としております。 

 当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

 これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

 当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき当期は１株当たり１４円２５銭（うち中間配当６円２５銭）

を実施することを決定いたしました。この結果、当事業年度の配当性向は２３．９％となりました。 

 内部留保資金につきましては、事業基盤の拡大等に有効に活用し、将来の事業発展を通じて、株主の皆様に還元さ

せていただく所存です。 

 当社は、「取締役会の決議により、毎年９月３０日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に

定めております。 

 なお、当事業年度に係わる剰余金の配当は以下のとおりであります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

(2）【最近６箇月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

 決議年月日 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額 
（円） 

平成１８年１１月１５日 

取締役会決議 
91 6.25 

平成１９年６月２８日 

定時株主総会決議 
117 8.00 

回次 第39期 第40期 第41期 第42期 第43期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 620 555 690 1,235 1,011 

最低（円） 380 402 503 537 681 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 788 768 795 830 830 899 

最低（円） 703 687 700 765 800 771 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 

所有 

株式数 

（百株）

取締役会長   小佐野 文雄 昭和11年１月５日生

昭和41年９月 当社設立代表取締役 

昭和59年２月 カテリーナ・エンタープライズ株式会

社 設立代表取締役 

昭和62年10月 カテリーナビルディング株式会社 

設立代表取締役 

  株式会社カテリーナ都市開発 

設立代表取締役 

  株式会社カテリーナ都市設計 

設立代表取締役 

平成元年10月 株式会社カテリーナ・ファイナンス 

設立代表取締役（現任） 

平成10年７月 当社代表取締役社長 

平成13年６月 洋伸不動産株式会社 代表取締役 

平成17年６月 当社取締役会長（現任） 

注3 535 

取締役社長 

(代表取締役) 

  

  
小佐野 台 昭和40年６月15日生

平成２年４月 当社入社 

平成３年６月 カテリーナビルディング株式会社 

代表取締役 

平成９年10月 当社営業３部長 

平成11年１月 当社建設工事事業本部本部長 

平成11年６月 当社取締役 

平成12年６月 当社常務取締役 

  カテリーナ・エンタープライズ株式会

社 代表取締役 

平成15年11月 当社取締役副社長 

平成17年6月 当社代表取締役社長（現任） 

平成19年１月 有限会社カテリーナ三田タワースイー

ト 取締役（現任）  

注3 4,418 

専務取締役 

 企画部 

 人事総務部 

担当 

小林 三郎 昭和17年９月26日生

昭和40年４月 東洋信託銀行株式会社入行 

平成５年10月 同行新宿支店長 

平成９年５月 同行証券管理部長 

平成11年４月 当社に出向、当社顧問 

平成11年５月 東洋信託銀行株式会社退行 

平成11年６月 当社取締役 

平成12年６月 当社常務取締役 

平成14年４月 大連豪之英物業管理有限公司 董事長

（現任） 

平成15年11月 当社専務取締役（現任） 

平成17年１月 NIPPON HOUSING PHILIPPINES INC社長

（現任） 

平成17年６月 カテリーナビルディング株式会社 

代表取締役（現任） 

注3 293 

専務取締役 

マンション管理事業部 

カスタマーセンター 

ビル不動産管理事業部 

担当 

植野 克彦 昭和18年１月20日生

昭和36年４月 東洋信託銀行株式会社入行 

平成４年５月 同行平塚支店長 

平成７年６月 当社に出向、当社顧問 

平成８年６月 当社取締役 

平成９年９月 当社常務取締役 

平成９年11月 東洋信託銀行株式会社退行 

平成14年８月 東京都保全股份有限公司 董事長 

（現任） 

平成15年11月 当社専務取締役（現任） 

注3 958 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 

所有 

株式数 

（百株）

常務取締役 
経理部 担当 

 事務センター長 
山本 正人 昭和20年７月31日生

昭和43年４月 東洋信託銀行株式会社入行 

平成３年２月 同行東大阪支店長 

平成11年４月 当社に出向、当社経理部長 

平成11年11月 東洋信託銀行株式会社退行 

平成12年６月 当社取締役経理部長 

平成15年11月 当社常務取締役経理部長 

平成17年４月 当社常務取締役企画部長 

平成18年６月 当社常務取締役経理部長 

平成19年６月 当社常務取締役事務センター長  

（現任） 

注3 237 

常務取締役 大阪支店長 竹中 秀夫 昭和24年６月21日生

昭和57年10月 当社入社 

平成８年４月 当社横浜支店長 

平成11年６月 当社取締役総合企画部長 

平成14年１月 当社取締役マンション企画部長 

平成15年11月 当社常務取締役支店統括部長 

平成18年６月 当社常務取締役大阪支店長（現任） 

注3 327 

常務取締役 受託推進部長 小林 俊一 昭和29年３月10日生

昭和52年11月 日本都市興業株式会社入社 

昭和59年９月 当社入社 

平成６年２月 当社大宮支店長 

平成13年４月 当社営業推進部長 

平成13年６月 当社取締役営業推進部長 

平成18年６月 当社常務取締役営業推進部長 

平成19年６月 当社常務取締役受託推進部長（現任） 

 注3 141 

常務取締役 企画部長 谷渕 達雄  昭和28年7月2日生 

昭和51年４月 東洋信託銀行株式会社入行  

平成15年５月 同行横浜支店長  

平成17年７月 当社理事 

平成18年４月 当社都市開発部長  

平成18年６月 当社取締役開発企画部長 

平成19年６月 当社常務取締役企画部長（現任） 

注3 103 

取締役 人事総務部長 横川 武範  昭和27年3月9日生 

昭和49年４月 東洋信託銀行株式会社入行  

平成16年12月 同行本店営業本部本店営業部長兼東京サービス

支店長  

平成17年７月 当社理事 

平成18年４月 当社企画部理事 

平成18年６月 当社取締役経営企画室長 

平成19年６月 当社取締役人事総務部長（現任） 

注3 13 

取締役 本社住宅営業部長 福万 隆 昭和28年６月18日生

昭和52年４月 株式会社マミー入社 

昭和55年２月 当社入社 

平成８年４月 当社ビル営業本部本部長 

平成11年６月 当社取締役ビル不動産営業部長 

平成14年１月 日本コミュニティー株式会社 

代表取締役 

平成15年６月 当社取締役ビル不動産部長 

平成16年６月 当社取締役住宅営業１部長 

平成17年４月 当社取締役本社住宅営業部長（現任） 

注3 281 

取締役 
ビル不動産管理

事業部長 
黛 和男 昭和33年11月17日生

昭和57年４月 日本都市建設株式会社入社 

昭和59年９月 当社入社 

平成11年７月 当社住宅営業部第一部長 

平成12年６月 当社取締役住宅営業１部長 

平成16年６月 当社取締役ビル不動産部長 

平成18年６月 当社取締役ビル不動産管理部長 

平成19年６月 当社取締役ビル不動産管理事業部長（現任） 

 注3 113 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 

所有 

株式数 

（百株）

取締役 横浜支店長 藤原 満 昭和35年２月１日生

昭和58年４月 株式会社藤原産業入社 

昭和63年３月 当社入社 

平成11年７月 当社東北支店長 

平成13年６月 当社取締役東北支店長 

平成16年３月 当社取締役横浜支店長（現任） 

 注3 131 

取締役 開発建設事業部長 小佐野 弾 昭和41年11月２日生

平成元年４月 株式会社大京入社 

平成６年４月 当社入社 

平成11年６月 当社開発営業部第一部長 

平成15年６月 当社取締役開発営業部第一部長 

  株式会社カテリーナ都市設計 

代表取締役（現任）  

平成15年11月 当社取締役開発営業部長 

平成19年６月 当社取締役開発建設事業部長（現任） 

注3 2,057 

取締役 広島支店長 宮脇 吉一 昭和32年７月15日生

昭和51年４月 東洋技研株式会社入社 

昭和62年10月 当社入社 

平成７年10月 当社広島支店長 

平成９年４月 当社西日本本部長 

平成11年７月 当社大阪支店長 

平成13年６月 当社取締役大阪支店長 

平成18年６月 当社取締役マンション管理部門(特命事項担当) 

平成19年１月 当社取締役広島支店長（現任）  

注3 211 

取締役 札幌支店長 石井 道祖 昭和29年８月21日生

昭和56年４月 岩沢司法書士事務所入所 

昭和63年１月 当社入社 

平成11年４月 当社第１住宅営業本部長 

平成11年７月 当社営業推進部長 

平成13年４月 当社大宮支店長 

平成14年４月 当社北関東支店長 

平成17年６月 当社取締役北関東支店長 

平成18年６月 当社取締役札幌支店長（現任） 

注3 34 

取締役 北関東支店長 海老島 潔 昭和27年11月４日生

昭和46年４月 日本国有鉄道入社 

平成４年11月 当社入社 

平成11年７月 当社立川支店長 

平成14年１月 当社住宅営業２部長 

平成17年１月 当社東京西支店長 

平成17年６月 当社取締役東京西支店長 

平成18年６月 当社取締役北関東支店長（現任） 

注3 26 

取締役 
マンション管理

事業部長 
吉田 裕幸 昭和34年３月31日生

昭和52年４月 共栄工務所株式会社入社 

平成６年４月 当社入社 

平成10年６月 当社札幌支店長 

平成17年６月 当社取締役札幌支店長 

平成18年６月 当社取締役マンション管理企画部長 

平成19年６月 当社取締役マンション管理事業部長

（現任） 

注3 114 

取締役 
マンション管理

事業部副部長 
入江 恭生 昭和30年12月23日生

昭和58年６月 当社入社 

平成10年６月 当社立川支店長 

平成11年７月 当社人事部長 

平成17年６月 当社取締役人事部長 

  カテリーナ・エンタープライズ株式会

社 代表取締役（現任） 

平成19年６月 当社取締役マンション管理事業部副部

長（現任） 

注3 106 

 



 （注）１．代表取締役社長小佐野台及び取締役小佐野弾は、取締役会長小佐野文雄の子であります。 

２．監査役谷口眞一、古田十及び會澤克行は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３．平成19年6月28日開催の定時株主総会の時から2年間 

４．平成19年6月28日開催の定時株主総会の時から4年間 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 

所有 

株式数 

（百株）

取締役 千葉支店長 坊坂 武司  昭和28年10月21日生

昭和52年４月 福山通運株式会社入社  

平成元年５月 当社入社  

平成９年４月 当社広島支店長  

平成15年４月 当社千葉支店長  

平成18年６月 当社取締役千葉支店長（現任）  

注3 102 

取締役  名古屋支店長 阪本 博  昭和33年6月10日生 

昭和57年４月 近畿リコー株式会社入社 

昭和63年10月 当社入社 

平成８年４月 当社大阪支店不動産部部長代理 

平成14年７月 当社名古屋支店長 

平成19年６月 当社取締役名古屋支店長（現任） 

注3 103 

取締役 
  

  
井上 惠子 昭和15年12月８日生

昭和34年４月 商工組合中央金庫入社 

平成10年６月 当社顧問 

平成10年６月 当社取締役（現任） 

注3 1,160 

常勤監査役   越後屋 壽重 昭和21年12月13日生

昭和44年４月 匂坂建築事務所入社 

昭和55年１月 当社入社 

平成４年４月 当社総合建設事業本部設計部長 

平成４年６月 当社取締役 

平成７年10月 当社常務取締役 

平成９年11月 当社専務取締役 

平成12年６月 株式会社カテリーナ都市設計 

代表取締役 

平成15年６月 当社常勤監査役（現任） 

注4 450 

常勤監査役   谷口 眞一 昭和25年10月22日生

昭和49年４月 東洋信託銀行株式会社入行 

平成11年12月 同行外国証券運用部長 

平成13年２月 同行受託資産運用第２部長 

平成17年10月 エムユー・トラスト・アップルプラン

ニング株式会社 入社 

平成19年６月 当社常勤監査役（現任） 

注4 － 

監査役   古田 十 昭和44年２月13日生

平成３年10月 中央監査法人入所 

平成11年７月 中央監査法人退所 

平成11年８月 株式会社エイ・ジー・エスコンサルテ

ィング入社（現任） 

平成12年６月 当社監査役（現任） 

注4 10 

監査役   會澤 克行 昭和22年９月21日生

昭和46年４月 東洋信託銀行株式会社入行 

平成２年３月 同行シンガポール支店長 

平成11年８月 同行証券代行部長 

平成12年12月 同行福岡支店長 

平成17年６月 エムアンドティー・インフォメーショ

ン・テクノロジー株式会社常勤監査役 

平成19年６月 当社監査役（現任） 

注4 － 

  計   11,923 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方  

 企業の社会的責任は、経営の適法性・健全性を維持しつつ、収益性を高め、企業を長期的に安定・成長させて

いくことにあります。 

 この責務を具体的に実践することで、様々なステークホルダーの利益をバランス良く高めながら、株主価値を

最大化するよう常に心掛け、株主からの経営に対する評価を高めることと考えております。 

株主に対しましては、市場によるチェック機能といった観点を含め、わかりやすく十分な説明責任を果たすこと

が重要であり、経営情報の適時開示に努め、経営の透明性を高めてまいります。 

（２）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

 当社は監査役制度を採用しております。現在のコーポレート・ガバナンス体制については、経営の意思決定機

関として法定の「取締役会」と、役付取締役を中心としたメンバーによる「経営会議」の２つの機関がありま

す。「取締役会」は、意思決定の迅速性を目指して活性化に努め、法令遵守の観点から取締役各々がコーポレー

ト・ガバナンスへの理解を深め、検証・牽制機能が高まるよう努めております。また、監査役は、４名のうち３

名を当社と利害関係のない社外から選任して独立性を確保し、牽制機能を充実させております。なお、社外取締

役の起用に関しましては、現時点では計画しておりませんが、引続き検討してまいります。 

 その他のコーポレート・ガバナンス体制強化の取組みとして、法令遵守のさらなる強化のための「コンプライ

アンス委員会」、損失危機管理強化のための「リスク管理委員会」、内部監査部門として、執行部門から独立し

た「業務監査室（6名）」を設置しており、随時必要な監査を実施し社長に報告するとともに、監査役に対して

も必要な都度、報告しております。 

 「経営会議」は会社の全般的方針並びに業務執行に関する事項を協議し、社長の業務を補佐する組織として、

原則1ヶ月に2回開催しております。 

 会計監査人には新日本監査法人を選任しており、監査役会は会計監査人より財務諸表監査の経過報告を定例的

に受けることにより、会計監査の相当性を確保しております。 

 顧問弁護士及び顧問税理士には、必要に応じてアドバイスを受けております。 

 今後とも、「安全で快適な住環境づくりを通じて、広く社会の発展に貢献する」という経営理念のもと、信頼

性の向上・企業価値の増大に取組んでまいります。 

 なお、現状のコーポレート・ガバナンス体制で十分機能しているため、当期においては追加施策は行っており

ません。 

（３）リスク管理体制の整備の状況 

 当社のリスク管理体制は、業務執行に伴い発生の可能性のある各種リスクについて、一定の取締役及び部長職

による「リスク管理委員会」において検討するとともに、必要な措置を講じております。 

 [コーポレート・ガバナンス体制の概要] 



（４）会計監査の状況 

 当社は新日本監査法人との間で監査契約をしております。 

 当社の会計監査を執行した公認会計士は氏原修一氏、中島康晴氏及び金子秀嗣氏の3名であります。 

 なお、継続監査年数は氏原修一氏、中島康晴氏 2氏は2年、金子秀嗣氏は1年であります。また、会計監査業務

に係る補助者の構成につきましては、公認会計士6名、会計士補等7名からなっております。 

（５）役員報酬及び監査役報酬の内容 

 当社の取締役及び監査役に対する報酬、監査法人に対する監査報酬は以下のとおりであります。 

（６）責任限定契約の内容の概要 

 当社と社外監査役は、当社定款において会社法第427条第1項の規定により、社外監査役の当社に対する損害賠

償請求を法令が定める範囲で免除することができる旨定めております。 

 また、当社と会計監査人は、当社定款において会社法第427条第1項の規定により、会計監査人との間に、会社

法第423条第1項の行為による賠償責任を限定する契約を締結しております。 

（７）取締役の定数 

 当社の取締役は25名以内とする旨定款に定めております。 

（８）取締役の選任及び解任の決議要件 

 当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

 また、解任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。 

（９）株主総会の特別決議要件 

 当社は、会社法第309条第2項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目

的とするものであります。 

 役員報酬：     監査報酬：  

  取締役に支払った報酬  383百万円    
公認会計士法第２条第１項に

規定する業務に基づく報酬 
28百万円 

  監査役に支払った報酬  36百万円    上記以外の業務に基づく報酬 －百万円 

  計  420百万円      計 28百万円 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）及び前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成18年４月１日から

平成19年３月31日まで）及び当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸

表について、新日本監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１．現金及び預金 ※２ 16,813   14,244  

２．受取手形及び売掛金   3,391   3,328  

３．販売用不動産 ※２ 1,118   3,312  

４．仕掛販売用不動産 ※２ 10,949   7,259  

５．仕掛信託不動産 ※２ 
※５ 35,951   －  

６．未成工事支出金   155   194  

７．貯蔵品   59   48  

８．未収法人税等   －   311  

９．繰延税金資産   1,607   682  

10．その他   761   641  

貸倒引当金   △51   △116  

流動資産合計   70,757 79.2 29,906 68.7 

Ⅱ 固定資産          

１．有形固定資産          

(1）建物及び構築物 ※１ 
※２ 3,020   3,161  

(2）機械装置及び運搬具 ※１ 10   12  

(3）工具器具及び備品 ※１ 198   175  

(4）土地 ※２ 11,451   7,239  

(5）建設仮勘定 ※２ 338   28  

有形固定資産合計   15,019 16.8 10,618 24.4 

２．無形固定資産          

(1）のれん   －   200  

(2）連結調整勘定   286   －  

(3）その他   217   228  

無形固定資産合計   504 0.6 428 1.0 

３．投資その他の資産          

(1）投資有価証券   181   147  

(2）長期貸付金   1   2  

(3）差入保証金   1,527   995  

(4）繰延税金資産   841   817  

(5）その他   824   824  

貸倒引当金   △237   △216  

投資その他の資産合計   3,137 3.4 2,571 5.9 

固定資産合計   18,661 20.8 13,618 31.3 

資産合計   89,419 100.0 43,524 100.0 

 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１．支払手形及び買掛金 ※２ 6,581   6,426  

２．短期借入金 ※２ 16,276   3,096  

３．一年内償還予定社債   500   500  

４．一年内返済予定長期借入金 ※２ 
※４ 33,977   5,948  

５．未払法人税等   794   105  

６．賞与引当金   977   998  

７．役員賞与引当金   －   43  

８．開発事業損失引当金   2,650   －  

９．その他   4,102   3,232  

流動負債合計   65,859 73.6 20,350 46.7 

Ⅱ 固定負債          

１．社債   3,500   3,000  

２．長期借入金 ※２ 
※４ 7,783   6,910  

３．退職給付引当金   583   638  

４．役員退職慰労引当金   265   277  

５．その他   554   517  

固定負債合計   12,687 14.2 11,343 26.1 

負債合計   78,547 87.8 31,693 72.8 

（少数株主持分）          

少数株主持分   252 0.3 － － 

（資本の部）          

Ⅰ 資本金 ※６ 1,529 1.7 － － 

Ⅱ 資本剰余金   1,329 1.5 － － 

Ⅲ 利益剰余金   7,766 8.7 － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   9 0.0 － － 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △14 △0.0 － － 

Ⅵ 自己株式 ※７ △0 △0.0 － － 

資本合計   10,618 11.9 － － 

負債・少数株主持分及び 
資本合計 

  89,419 100.0 － － 

           

 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１．資本金   － － 1,529 3.5 

２．資本剰余金   － － 1,329 3.0 

３．利益剰余金   － － 8,685 20.0 

４．自己株式   － － △0 △0.0 

  株主資本合計   － － 11,543 26.5 

Ⅱ 評価・換算差額等           

１．その他有価証券評価差額
金 

  － － 4 0.0 

２．為替換算調整勘定   － － △4 △0.0 

  評価・換算差額等合計   － － 0 0.0 

Ⅲ 少数株主持分   － － 287 0.7 

純資産合計   － － 11,830 27.2 

負債純資産合計   － － 43,524 100.0 

           



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     67,514 100.0   108,136 100.0 

Ⅱ 売上原価     52,786 78.2   93,244 86.2 

売上総利益     14,727 21.8   14,891 13.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   10,997 16.3   11,433 10.6 

営業利益     3,729 5.5   3,457 3.2 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   1     16    

２．受取配当金   12     4    

３．雇用安定助成金   6     12    

４．保険解約返戻金   35     －    

５．その他   48 105 0.2 60 94 0.1 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   824     749    

２．その他   193 1,018 1.5 215 965 0.9 

経常利益     2,816 4.2   2,585 2.4 

Ⅵ 特別利益              

１．固定資産売却益 ※２ 3     124    

２．投資有価証券売却益   57     3    

３．投資事業組合利益   42     －    

４．貸倒引当金戻入益   9     13    

５．会員権売却益   7 119 0.2 － 140 0.1 

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産売却損 ※３ 122     6    

２．固定資産除却損 ※４ 7     144    

３．投資有価証券評価損   －     8    

４．たな卸資産評価損   154     150    

５．会員権売却損   －     1    

６．減損損失 ※５ 858     39    

７．開発事業損失引当金 
繰入額 

※６ 2,650 3,793 5.6 － 350 0.3 

税金等調整前当期純利益 
又は当期純損失（△） 

    △857 △1.2   2,375 2.2 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

法人税、住民税及び 
事業税 

  1,101     267    

法人税等調整額   △1,098 2 0.0 953 1,221 1.2 

少数株主利益     43 0.1   51 0.0 

当期純利益又は当期純
損失（△） 

    △902 △1.3   1,102 1.0 

               



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高     1,329

Ⅱ 資本剰余金期末残高     1,329 

       

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高     8,896

Ⅱ 利益剰余金減少高      

１．当期純損失   902  

２．配当金   183  

３．役員賞与   43 1,129 

Ⅲ 利益剰余金期末残高     7,766 

       



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 (注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。  

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

1,529 1,329 7,766 △0 10,624 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当(注）     △91   △91 

剰余金の配当     △91   △91 

当期純利益     1,102   1,102 

自己株式の取得       △0 △0 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

          

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 919 △0 919 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

1,529 1,329 8,685 △0 11,543 

 

評価・換算差額等 

少数株主持
分 

純資産合計その他有価
証券評価差
額金 

為替換算調
整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

9 △14 △5 252 10,871 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当(注）         △91 

剰余金の配当         △91 

当期純利益         1,102 

自己株式の取得         △0 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△4 10 5 34 40 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△4 10 5 34 959 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

4 △4 0 287 11,830 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー：      

税金等調整前当期純利益 
又は当期純損失（△） 

  △857 2,375 

減価償却費   386 278 

減損損失   858 39 

固定資産売却益   － △124 

固定資産除去損   － 144 

固定資産売却損   122 6 

たな卸資産評価損   154 150 

投資有価証券売却益   △57 △3 

投資有価証券評価損    － 8 

投資事業組合利益   △42 － 

貸倒引当金の増減額（減少：△）   △28 69 

賞与引当金の増減額（減少：△）   96 19 

退職給付引当金の増減額（減少：△）   93 55 

役員退職慰労引当金の増減額（減少：△）   △0 11 

役員賞与引当金の増減額（減少：△）    － 43 

開発事業損失引当金の増減額（減少：△）   2,650 △2,650 

受取利息及び受取配当金   △14 △20 

支払利息   824 749 

売上債権の増減額（増加：△）   428 74 

たな卸資産の増減額（増加：△）   △10,580 37,803 

仕入債務の増減額（減少：△）   743 △168 

未払消費税等の増減額（減少：△）   9 34 

前受金の増減額（減少：△）   687 △1,332 

役員賞与の支払額   △43 － 

その他   321 965 

小計   △4,246 38,530 

利息及び配当金の受取額   13 20 

利息の支払額   △1,382 △1,257 

法人税等の支払額   △429 △1,255 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △6,044 36,038 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー：      

定期預金の預入による支出   △148 △186 

定期預金の払戻による収入   150 209 

有形固定資産の取得による支出   △220 △431 

有形固定資産の売却による収入   79 4,582 

無形固定資産の取得による支出   △15 △40 

無形固定資産の売却による収入   0 － 

投資有価証券の取得による支出   △17 △1 

投資有価証券の売却等による収入   167 17 

その他    30 0 

投資活動によるキャッシュ・フロー   26 4,149 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー：      

短期借入金の増減額（減少:△）   19 △13,180 

長期借入れによる収入   22,344 11,428 

長期借入金の返済による支出   △11,141 △40,329 

社債の償還による支出   △500 △500 

親会社による配当金の支払額   △183 △183 

少数株主への配当金の支払額   △17 △24 

その他   △42 △32 

財務活動によるキャッシュ・フロー   10,476 △42,821 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   41 10 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少:△）   4,499 △2,623 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   11,353 15,852 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 15,852 13,229 

       



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  カテリーナビルディング㈱、㈱カテリー

ナ都市開発他16社全ての子会社を連結の

範囲に含めております。 

 なお、東昇国際管理顧問股份有限公司他1

社は当連結会計年度において新たに設立し

たため、連結の範囲に含めております。 

 また、有限会社田町プロジェクトは当連

結会計年度において清算したため、連結の

範囲から除外しております。 

 カテリーナビルディング㈱、㈱カテリー

ナ都市開発他16社全ての子会社を連結の

範囲に含めております。 

  

２．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち、海外子会社（東京都

保全股份有限公司他７社）の決算日は12月

31日であります。 

 連結子会社のうち、海外子会社（東京都

保全股份有限公司他７社）の決算日は12月

31日であります。 

   連結子会社の決算日現在の財務諸表を使

用しております。ただし、連結決算日まで

の期間に発生した重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。 

 連結子会社の決算日現在(12月31日）の

財務諸表を使用しております。ただし、連

結決算日までの期間に発生した重要な取引

については、連結上必要な調整を行ってお

ります。 

３．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）によっ

ております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）によ

っております。 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法によっ

ております。 

時価のないもの 

同左 

  ② デリバティブ 

時価法によっております。 

② デリバティブ 

同左 

  ③ たな卸資産 

ａ．販売用不動産、仕掛販売用不動

産、仕掛信託不動産及び未成工事

支出金 

個別法による原価法によってお

ります。 

ｂ．貯蔵品 

  主として最終仕入原価法によっ

ております。 

③ たな卸資産 

ａ．販売用不動産、仕掛販売用不動

産及び未成工事支出金 

  

同左 

  

ｂ．貯蔵品 

同左 

  (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 

 主として定率法（ただし、平成10

年４月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定額法）

によっております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 

同左 

 



項目 
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ② 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法によって

おります。 

② 無形固定資産 

同左 

  (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 売掛債権その他債権の貸倒に備え

るため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、将来の支給見込額

のうち当連結会計年度の負担額を計

上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

  ③   ────── 

  

③ 役員賞与引当金 

  提出会社において、役員賞与の支

出に備えて、当連結会計年度におけ

る支給見込額に基づき計上しており

ます。 

  ④ 開発事業損失引当金 

 大規模開発事業取引に関して、将

来発生する可能性のある損失に備え

るため、事業内容等を検討し、損失

見込額を計上しております。 

④  ────── 

  

  ⑤ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

 なお、数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により按分

した額を、それぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理することとして

おります。 

⑤ 退職給付引当金 

同左 

  ⑥ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備える

ため、役員退職慰労金規程に基づく

期末要支給額を計上しております。 

⑥ 役員退職慰労引当金 

 同左 

 



項目 
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算基準 

 在外子会社の資産・負債及び収益・

費用は、決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は少数株主持

分及び資本の部における為替換算調整

勘定に含めております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算基準 

 在外子会社の資産・負債及び収

益・費用は、当連結会計年度末の直

物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は純資産の部における為替換

算調整勘定及び少数株主持分に含め

ております。 

  (5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっておりま

す。また、金利スワップ及び金利キ

ャップについて特例処理の条件を充

たしている場合には特例処理によっ

ております。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 市場金利の変動によりキャッシ

ュ・フローが変動する借入金、社債

について金利スワップ及び金利キャ

ップ取引を行っております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 同左 

  ③ ヘッジ方針 

 金利変動による支払利息の増加を

減殺する目的で行っております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④   ────── 

  

④ ヘッジ有効性評価の方法  

 特例処理によっている金利スワッ

プについては有効性の評価を省略し

ております。  

  (7）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

(7）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

  ① 開発建設事業に係る借入金利息の

原価算入 

 開発建設事業の工事毎に個別に発

生した借入金利息を原価に算入して

おります。 

① 開発建設事業に係る借入金利息の

原価算入 

同左 

  ａ．対象開発事業 

 着手から完成までの開発期間が

１年を超える事業 

ａ．対象開発事業 

同左 

  ｂ．利率 

 個別の借入利率 

ｂ．利率 

同左 

  ｃ．当期算入額    588百万円 ｃ．当期算入額    582百万円 

 



項目 
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ② 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理方法は税抜方

式によっております。ただし、免税

事業者に該当する連結子会社につい

ては、税込方式を採用しておりま

す。 

② 消費税等の会計処理 

同左 

  ③ 繰延資産の処理方法 

社債発行費 

  3年間にわたり均等償却しており

ます。 

③   ────── 

  

  

４．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

５．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、３年

又は10年にわたり均等償却を行っており

ます。 

     ────── 

６．のれんの償却に関する事

項 

     ──────  のれんの償却については、３年間又は

10年間にわたり均等償却を行っておりま

す。 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益処

分について、連結会計年度中に確定した

利益処分に基づいて作成しております。 

──────  

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準）           ────── 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第6号 平成15年10月31日)を適用しております。これ

により、売上総利益、営業利益及び経常利益はそれぞれ0

百万円増加し、税金等調整前当期純損失は858百万円増加

しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸

表規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。

  

           ──────  （役員賞与に関する会計基準） 

    当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第4号 平成17年11月29日）を適用してお

ります。 

 この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益が48百万円（社会保険料相当額

含む）減少しております。 

  

   （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

    当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第5号 平成17年12

月9日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号 平

成17年12月9日）を適用しております。従来の「資本の

部」の合計に相当する金額は11,543百万円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の連結財務諸表規則により作成しております。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

──────  （連結貸借対照表） 

 前連結会計年度において、「連結調整勘定」として掲記

されていたものは、当連結会計年度より、「のれん」と表

示しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 減価償却累計額 ※１ 減価償却累計額 

有形固定資産 3,391百万円 有形固定資産 3,201百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりであります。  担保に供している資産は次のとおりであります。 

現金及び預金 8,715百万円

販売用不動産 830 

仕掛販売用不動産 10,483 

仕掛信託不動産 35,951 

建物及び構築物 1,919 

土地 10,094 

建設仮勘定 338 

合計 68,333 

販売用不動産 824百万円

仕掛販売用不動産 6,539 

建物 1,672 

土地 5,499 

合計 14,535 

 担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。 

買掛金 411百万円

短期借入金 12,470 

一年内返済予定長期借入金 30,699 

長期借入金 6,414 

短期借入金 670百万円

一年内返済予定長期借入金 3,511 

長期借入金 5,798 

 ３ 保証債務  ３ 保証債務 

 連結会社以外の会社の金融機関からのリース契約

に対し、次のとおり債務保証を行っております。 

 連結会社以外の会社の金融機関からのリース契約

に対し、次のとおり債務保証を行っております。 

ラヴィドール浦安管理組合他 3百万円 ラヴィドール浦安管理組合他 1百万円

※４ 分割借入契約及びアドバンシングライン 

 連結子会社㈲カテリーナ三田ファイナンスにおいて

は、東京都港区芝四丁目に分譲用高層住宅「カテリー

ナ三田タワースイート」を建設する資金を調達するた

め、民間金融機関団と総額28,000百万円の分割借入契

約を締結しております。この契約は本件プロジェクト

だけを返済原資とするノンリコースローンでありま

す。また、同社は取引銀行との間で、上記借入金の返

済を担保するため極度額1,000百万円のアドバンシン

グライン設定契約を締結しております。 

分割借入契約及びアドバンシングラインの総額 

  29,000百万円

借入実行額 25,000百万円

差引額 4,000百万円

※４       ────── 

  

  

 



前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※５ 仕掛信託不動産 

 東京都港区芝四丁目で建設を進めている分譲用高

層住宅「カテリーナ三田タワースイート」に関する

支出を計上しております。当該分譲用高層住宅の建

設にあたり、平成15年9月30日土地を信託銀行へ信託

し「不動産管理処分信託契約」を締結いたしまし

た。この信託は建設代金をノンリコースローンで調

達したうえ追加するもので、他の仕掛販売用不動産

と区分掲記しております。 

※５        ────── 

  

※６ 当社の発行済株式総数は、普通株式14,680,000株

であります。 

※６        ────── 

※７ 当社の保有する自己株式の数は、普通株式1,237株

であります。 

※７        ────── 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

給与手当 4,322百万円 

賞与引当金繰入額 549 

役員退職慰労引当金繰入額 35 

退職給付費用 150 

給与手当 4,521百万円 

賞与引当金繰入額 557 

役員賞与引当金繰入額 43 

役員退職慰労引当金繰入額 36 

退職給付費用 115 

※２ 固定資産売却益は主として土地であります。 ※２ 固定資産売却益は主として土地であります。 

※３ 固定資産売却損は主として賃貸用の区分所有建物

及びその土地であります。 

建物及び構築物 40百万円 

土地 81 

※３ 固定資産売却損は主として賃貸用の区分所有建物

及びその土地であります。 

建物及び構築物 4百万円 

土地 2 

※４ 固定資産除却損は建物及び構築物であります。 ※４ 固定資産除却損は主として建物及び構築物であり

ます。 

※５ 減損損失 

   当連結会計年度において以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しております。  

   当社企業グループは、他の資産又は資産グループ

のキャッシュ・フローから概ね独立したキャッシ

ュ・フローを生み出す最小単位に拠って資産のグル

ープ化を行っております。 

 賃貸用区分所有建物等の賃料水準の低下により、

上記資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（858百万円）として特別損失に

計上いたしました。その内訳は、建物24百万円、土

地834百万円であります。 

 なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額あ

るいは使用価値により測定しております。正味売却

価額は、主として固定資産税評価額に基づいた時価

から処分費用見込額を差引いて算定し、使用価値は

将来キャッシュ・フローを2.1%～4.0%で割り引いて

算定しております。 

用途 種類 場所 件数 

賃貸用資産 
建物 

土地 
東京都新宿区他  11件 

※５ 減損損失 

   当連結会計年度において以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しております。  

   当社企業グループは、他の資産又は資産グループ

のキャッシュ・フローから概ね独立したキャッシ

ュ・フローを生み出す最小単位に拠って資産のグル

ープ化を行っております。 

 賃貸用区分所有建物等の賃料水準の低下により、

上記資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（39百万円）として特別損失に

計上いたしました。その内訳は、建物10百万円、土

地28百万円であります。 

 なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額あ

るいは使用価値により測定しております。正味売却

価額は、主として固定資産税評価額に基づいた時価

から処分費用見込額を差引いて算定し、使用価値は

将来キャッシュ・フローを4.2%で割り引いて算定し

ております。 

用途 種類 場所 件数 

賃貸用資産 
建物 

土地 
東京都新宿区他  7件 

※６ 開発事業損失引当金繰入額は、東京都港区芝四丁

目で建設を進めている分譲用高層住宅「カテリーナ

三田タワースイート」の開発事業に関して、将来発

生する見込の損失を計上しております。 

※６       ────── 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   (注）自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

       該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 14,680,000 － － 14,680,000 

合計 14,680,000 － － 14,680,000 

自己株式        

普通株式 1,237 54 － 1,291 

合計 1,237 54 － 1,291 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年6月29日 

定時株主総会 
普通株式 91 6.25 平成18年3月31日 平成18年6月30日 

平成18年11月15日 

取締役会 
普通株式 91 6.25 平成18年9月30日 平成18年12月6日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年6月28日 

定時株主総会 
普通株式 117  利益剰余金 8.00 平成19年3月31日 平成19年6月29日



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） （平成19年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 16,813百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △129 

顧客からの預り金 △831 

現金及び現金同等物 15,852 

現金及び預金勘定 14,244百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △112 

顧客からの預り金 △902 

現金及び現金同等物 13,229 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 

（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 

（百万円）

工具器具及び
備品 

679 352 327 

無形固定資産
（その他） 

705 319 386 

合計 1,385 672 713 

 
取得価額 
相当額 

（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 

（百万円）

工具器具及び
備品 

595 293 302 

無形固定資産
（その他） 

741 462 278 

合計 1,336 756 580 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

 （注）        同左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 251百万円 

１年超 461百万円 

合計 713百万円 

１年以内 229百万円 

１年超 351百万円 

合計 580百万円 

 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

 （注）        同左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

(1）支払リース料 256百万円 

(2）減価償却費相当額 256百万円 

(1）支払リース料 268百万円 

(2）減価償却費相当額 268百万円 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。 

同左 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．前連結会計年度中及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  前連結会計年度中（自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日） 

  当連結会計年度中（自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日） 

   売却損益の合計金額の金額的重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  種類 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日) 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対

照表計上額

が取得原価

を超えるも

の 

(1）株式 29 45 16 16 25 8 

(2）債券            

①国債・地方債等 － － － － － － 

②社債 － － － － － － 

③その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 29 45 16 16 25 8 

連結貸借対

照表計上額

が取得原価

を超えない

もの 

(1）株式 － － － 3 3 △0 

(2）債券            

①国債・地方債等 － － － － － － 

②社債 － － － － － － 

③その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 － － － 3 3 △0 

合計 29 45 16 19 28 8 

売却額（百万円） 
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

111 57 － 

 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券    

非上場株式 135 119 



４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

 前連結会計年度（自平成17年4月1日 至平成18年3月31日） 

  該当事項はありません。 

 当連結会計年度（自平成18年4月1日 至平成19年3月31日） 

  該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

２．取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19

年３月31日） 

ヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(1）取引の内容 

 利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取

引及び金利キャップ取引であります。 

(1）取引の内容 

同左 

(2）取引に対する取組方針 

 資金調達を行う上で支払利息を効率的に管理する手

段としてデリバティブ取引を利用しており、投機目的

の取引は行わない方針であります。 

(2）取引に対する取組方針 

同左 

(3）取引の利用目的 

 デリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利市場

における利率上昇による変動リスクを回避する目的で

利用しております。 

(3）取引の利用目的 

 デリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利市場

における利率上昇による変動リスクを回避する目的で

利用しております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段……金利スワップ取引、金利キャップ

取引 

 ヘッジ対象……借入金、社債 

ヘッジ方針 

ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段……金利スワップ取引、金利キャップ

取引 

 ヘッジ対象……借入金、社債 

ヘッジ方針 

 金利変動による支払利息の増加を減殺する目的で

行っております。 

 金利変動による支払利息の増加を減殺する目的で

行っております。 

 ヘッジ有効性評価の方法 

  特例処理によっている金利スワップについては有

効性の評価を省略しております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

 利用している金利スワップ取引及び金利キャップ取

引は、市場金利の変動によるリスクを有しておりま

す。 

 なお、デリバティブ取引の相手先は、いずれも信用

度の高い金融機関であるため相手先の契約不履行によ

るリスクは、殆どないと認識しております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

同左 

(5）取引に係るリスク管理体制 

 経理部長および経理部財務担当者が上記リスクを管

理し、取引の都度および定期的に経営陣へ報告するこ

とでリスク管理に万全を期しております。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

同左 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、適格退職年金制度と退職一時金制度を併用しております。適格退職年金制度は本社員を対象に昭和58年２月

より退職給与の全額について採用しており、退職一時金制度は準社員を対象に採用しております。 

 子会社のうち４社については退職一時金制度を採用しております。 

 また、従業員の退職に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を

支払う場合があります。 

２．退職給付債務及びその内訳 

 （注） 子会社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

 

前連結会計年度 
（平成18年3月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年3月31日） 

金額（百万円） 金額（百万円） 

(1）退職給付債務 △1,168 △1,214 

(2）年金資産 555 571 

(3）未積立退職給付債務 (1)＋(2) △613 △642 

(4）未認識数理計算上の差異 29 4 

(5）連結貸借対照表計上額純額 (3)＋(4) △583 △638 

(6）退職給付引当金 △583 △638 



３．退職給付費用の内訳 

 （注） 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、(1）勤務費用に計上しております。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

（ストック・オプション等関係） 

該当事項はありません。 

 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

金額（百万円） 金額（百万円） 

退職給付費用 216 189 

(1）勤務費用 154 164 

(2）利息費用 10 11 

(3）期待運用収益（減算） △6 △27 

(4）数理計算上の差異の費用処理額 47 24 

(5）臨時に支払った割増退職金 9 16 

 
前連結会計年度 

（平成18年3月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年3月31日） 

(1）割引率（％） 1.0 1.0 

(2）期待運用収益率（％） 1.4 4.98 

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

(4）数理計算上の差異の処理年数 
翌連結会計年度から５年 

（定額法） 

翌連結会計年度から５年 

（定額法） 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
 

当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

繰延税金資産          

税務上の繰越欠損金   16     133 

賞与引当金   364     364 

貸倒引当金損金算入限度超過額   96     114 

未払事業税   66     － 

退職給付引当金   269     297 

役員退職慰労引当金   108     112 

会員権   121     112 

たな卸資産   62     214 

開発事業損失引当金   1,078     － 

固定資産の未実現利益の消去   192     183 

その他   342     231 

繰延税金資産小計   2,718     1,765 

評価性引当額   △258     △258 

繰延税金資産合計   2,459     1,506 

繰延税金負債          

債権債務の消去に伴う貸倒引当金取崩額   5     4 

その他有価証券評価差額金   6     3 

繰延税金負債合計   11     8 

繰延税金資産の純額   2,447     1,498 

（注）前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれて

おります。 

 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
 

当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

流動資産 ― 繰延税金資産 1,607   682 

固定資産 ― 繰延税金資産 841   817 

固定負債 ― その他 1   0 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
 

当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

法定実効税率   40.7％     40.7％ 

（調整）              

交際費等永久に損金に算入されない項目   △5.0      6.0 

住民税均等割等   △8.0      3.0 

同族会社留保金課税   △6.5      － 

過年度法人税等   0.1      － 

本邦と海外の税率差（国内子会社含む）   2.7      △1.1 

評価性引当額の増減   △20.5      3.2 

のれん当期償却額   －      1.5 

連結調整勘定当期償却額   △4.1      － 

その他   0.3      △2.0 

税効果会計適用後の法人税等の負担率   △0.3      51.3 

  



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 
マンション 
管理事業 
（百万円） 

ビル 
管理事業 

（百万円） 

不動産 
管理事業 

（百万円） 

営繕工事業 
（百万円） 

開発建設事
業 

（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ売上高 

及び営業損益 
               

売上高                

(1）外部顧客に対

する売上高 

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

計 

営業費用 

営業利益 

26,922 

－ 

26,922 

24,602 

2,319 

4,517 

23 

4,541 

4,107 

433 

3,256 

384 

3,640 

3,125 

515 

10,598 

6 

10,605 

10,106 

499 

22,218 

－ 

22,218 

20,189 

2,029 

67,514 

414 

67,929 

62,131 

5,797 

－ 

(414)

(414)

1,652 

(2,067)

67,514 

－ 

67,514 

63,784 

3,729 

Ⅱ資産・減価償却費

減損損失及び資本

的支出 
               

資産 

減価償却費 

減損損失 

資本的支出 

2,603 

49 

－ 

30 

604 

7 

－ 

11 

7,377 

144 

858 

8 

1,901 

10 

－ 

0 

62,573 

12 

－ 

9 

75,060 

224 

858 

60 

14,358 

162 

－ 

184 

89,419 

386 

858 

245 

 
マンション 
管理事業 
（百万円） 

ビル 
管理事業 

（百万円） 

不動産 
管理事業 

（百万円） 

営繕工事業 
（百万円） 

開発建設事
業 

（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ売上高 

及び営業損益 
               

売上高                

(1）外部顧客に対

する売上高 

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

計 

営業費用 

営業利益 

28,590 

－ 

28,590 

26,027 

2,563 

4,473 

23 

4,497 

4,171 

326 

3,316 

387 

3,703 

3,140 

562 

11,684 

9 

11,693 

10,897 

796 

60,071 

－ 

60,071 

58,801 

1,270 

108,136 

420 

108,556 

103,038 

5,518 

－ 

(420)

(420)

1,639 

(2,060)

108,136 

－ 

108,136 

104,678 

3,457 

Ⅱ資産・減価償却費

減損損失及び資本

的支出 
               

資産 

減価償却費 

減損損失 

資本的支出 

2,646 

48 

－ 

25 

616 

9 

－ 

8 

8,305 

131 

39 

413 

1,834 

11 

－ 

－ 

19,064 

8 

－ 

7 

32,468 

209 

39 

455 

11,056 

69 

－ 

95 

43,524 

278 

39 

550 



 （注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっています。 

２．各区分の主な内容 

３．消去又は全社の項目に含めた金額及び主な内容は以下のとおりであります。 

４．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用が含まれております。 

５．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計基準第4号 平成17年11月29日）を適用しております。この変更に伴い、従

来の方法によった場合と比べて、「消去又は全社」の営業費用は48百万円増加し、営業利益が同額減少してお

ります。 

(1）マンション管理事業…………分譲マンションの管理員業務、清掃・設備管理・保全の各業務、管理組合の決算・運営補助業務等

マンションの総合的管理業務 

(2）ビル管理事業…………………ビルの環境衛生清掃・保安警備・受付・設備管理・保全の各業務及びビルの総合的管理業務 

(3）不動産管理事業………………オーナー所有物件の賃貸管理代行及びサブリース等の賃貸管理代行業務、不動産の売買・仲介業務 

(4）営繕工事業……………………マンション共用部分の建物・設備営繕工事、外壁塗装工事等の大規模修繕工事、専有部分のリフォ

ーム工事等 

(5）開発建設事業…………………投資用マンション・ファミリーマンション・等価交換方式による複合マンションの開発・建設 

 
前連結会計年度 
（百万円） 

当連結会計年度 
（百万円） 

主な内容 

消去又は全社の項

目に含めた配賦不

能営業費用の金額 

2,073 2,068 
提出会社の総務・財務部門等一般管理部門

に係る費用 

消去又は全社の項

目に含めた全社資

産の金額 

14,571 11,265 

提出会社における余資運用資金（現金及び

預金）、長期投資資金（投資有価証券及び

長期貸付金）及び管理部門に係る資産等 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割

合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 (注）１．国又は地域は、事業活動の独自性を考慮し、主として国別に区分しております。 

      ２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

      その他の地域・・・・中国、フィリピン 

３．「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は、「事業の種類別セグメント情報」の「注３」と同一でありま

す。 

４．従来、本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額

に占める割合が、いずれも90％超であったため記載を省略しておりましたが、当連結会計年度より重要性が増し

たため、所在地別セグメント情報の記載を行っております。 

５．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基準第4号 平成17年11月29日）を適用しております。この変更に伴い、従来の

方法によった場合と比べて、「日本」の営業費用は48百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

(注）１．国又は地域は、事業活動の独自性を考慮し、主として国別に区分しております。 

２．その他の地域の内訳は次のとおりであります。 

   その他の地域・・・・中国、フィリピン 

３．海外売上高は、連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

４．当連結会計年度より連結売上高に占める海外売上高の重要性が増したため、海外売上高の記載を行な

っております。 

 
日 本 

（百万円） 
台 湾 

（百万円） 

その他の地
域 

（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ売上高 

及び営業損益 
           

売上高            

(1）外部顧客に対

する売上高 

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

計 

営業費用 

営業利益 

102,791 

－ 

102,791 

97,433 

5,358 

4,883 

－ 

4,883 

4,734 

148 

461 

－ 

461 

442 

18 

108,136 

－ 

108,136 

102,610 

5,525 

－ 

－ 

－ 

2,068 

(2,068)

108,136 

－ 

108,136 

104,678 

3,457 

Ⅱ資産 30,615 1,506 137 32,259 11,265 43,524 

 
台 湾 

（百万円） 

その他の地
域 

（百万円） 

計 
（百万円） 

Ⅰ海外売上高 

Ⅱ連結売上高 

Ⅲ連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 

4,883 

－ 

4.5 

461 

－ 

0.4 

5,344 

108,136 

4.9 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注１）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注２）１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

  該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 723円42銭 

１株当たり当期純損失金額 61円51銭 

１株当たり純資産額   786円41銭 

１株当たり当期純利益金額   75円12銭 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきま

しては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきま

しては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額（百万円） － 11,830 

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円） 
－ 287 

（うち少数株主持分）  （－） (287) 

普通株式に係る期末の純資産額   

（百万円）  
－ 11,543 

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数（株） 
－ 14,678,709 

 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純利益又は当期純損失金額（△） 

（百万円） 
△902 1,102 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益又は 

当期純損失金額（△）（百万円） 
△902 1,102 

期中平均株式数（株） 14,679,223 14,678,719 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１．（ ）内書きは、１年以内の償還予定額であります。 

    ２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

会社名 銘柄 
発行年月日 

（平成年月日）
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

利率（％） 担保 
償還期限 

(平成年月日）

 日本ハウズイング株式会社  第１回無担保社債 16.3.31 
4,000 

(500) 

3,500 

(500) 
1.50 なし  21.3.31 

合計 － － 
4,000 

(500) 

3,500 

(500) 
－ － － 

１年以内（百万円） 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

500 3,000 － － － 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 16,276 3,096 2.36 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 33,977 5,948 2.53 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 7,783 6,910 2.68 
平成20年～ 

平成34年 

その他の有利子負債 － － － － 

計 58,036 15,954 － － 

 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 4,464 430 254 248 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金 ※１   4,614     5,463  

２．売掛金     2,415     2,329  

３．販売用不動産     287     2,080  

４．仕掛販売用不動産 ※１   8,828     4,437  

５．仕掛信託不動産 ※１ 
※６   20,800     －  

６．未成工事支出金     155     194  

７．貯蔵品     49     39  

８．前払費用     287     273  

９．繰延税金資産     1,540     655  

10．短期貸付金 ※２   594     1,585  

11．未収入金 ※２   －     4,785  

12. 未収法人税等      －     309  

13．その他     546     228  

貸倒引当金     △49     △64  

流動資産合計     40,071 71.4   22,319 66.8 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産              

(1）建物 ※１ 4,352     4,301    

減価償却累計額   2,281 2,071   2,043 2,258  

(2）構築物   72     72    

減価償却累計額   59 12   61 10  

(3）車両運搬具   21     13    

減価償却累計額   20 1   12 0  

(4）工具器具備品   502     470    

減価償却累計額   355 147   344 125  

(5）土地 ※１   7,984     3,778  

(6）建設仮勘定 ※１   338     28  

有形固定資産合計     10,554 18.8   6,203 18.6 

２．無形固定資産              

(1）ソフトウェア     46     63  

(2）その他     126     123  

無形固定資産合計     173 0.3   187 0.6 

 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

３．投資その他の資産              

(1）投資有価証券     172     141  

(2）関係会社株式     1,024     1,055  

(3）出資金     77     86  

(4）関係会社出資金     146     －  

(5）匿名組合出資金  ※１ 
※６   －     44  

(6）長期貸付金     1     2  

(7）関係会社長期貸付金     1,309     1,336  

(8）破産債権、再生債権、更
生債権その他これらに準
ずる債権 

    34     47  

(9）長期前払費用     13     9  

(10）繰延税金資産     610     590  

(11）差入保証金     1,479     941  

(12）会員権     375     352  

(13）その他     311     313  

貸倒引当金     △246     △226  

投資その他の資産合計     5,310 9.5   4,697 14.0 

固定資産合計     16,038 28.6   11,087 33.2 

資産合計     56,110 100.0   33,407 100.0 

               

 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．買掛金 ※１   4,139     3,863  

２．短期借入金 ※１   15,446     3,096  

３．一年内償還予定社債     500     500  

４．一年内返済予定長期借入金 ※１   7,335     3,774  

５．未払金     134     181  

６．未払費用     447     564  

７．未払法人税等     573     －  

８．前受金     234     463  

９．未成工事受入金     －     360  

10．預り金     1,109     1,224  

11．関係会社預り金 ※１ 
※６   2,886     －  

12．前受収益     3     4  

13．賞与引当金     830     859  

14. 役員賞与引当金     －     43  

15．開発事業損失引当金     2,650     －  

16．その他     434     232  

流動負債合計     36,725 65.4   15,168 45.4 

Ⅱ 固定負債              

１．社債     3,500     3,000  

２．長期借入金 ※１   4,827     3,439  

３．退職給付引当金     566     618  

４．役員退職慰労引当金     263     272  

５．預り保証金     370     362  

固定負債合計     9,527 17.0   7,692 23.0 

負債合計     46,252 82.4   22,861 68.4 

 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※４   1,529 2.7   － － 

Ⅱ 資本剰余金              

１．資本準備金   1,329     －    

資本剰余金合計     1,329 2.4   － － 

Ⅲ 利益剰余金              

１．利益準備金   79     －    

２．任意積立金              

別途積立金   6,500     －    

３．当期未処分利益   413     －    

利益剰余金合計     6,993 12.5   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     6 0.0   － － 

Ⅴ 自己株式 ※５   △0 △0.0   － － 

資本合計     9,857 17.6   － － 

負債・資本合計     56,110 100.0   － － 

               
 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）     

Ⅰ 株主資本     

１．資本金   － － 1,529 4.6 

２．資本剰余金     

(1）資本準備金   － 1,329   

資本剰余金合計    － － 1,329 4.0 

３．利益剰余金     

(1）利益準備金   － 79   

(2）その他利益剰余金     

別途積立金   － 6,500   

繰越利益剰余金   － 1,104   

利益剰余金合計    － － 7,684 23.0 

４．自己株式   － － △0 △0.0 

株主資本合計    － － 10,542 31.6 

Ⅱ 評価・換算差額等     

１．その他有価証券評価差額金   － － 3 0.0 

評価・換算差額等合計    － － 3 0.0 

純資産合計    － － 10,545 31.6 

負債純資産合計    － － 33,407 100.0 

               



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高              

１．マンション管理事業収入   22,439     23,706    

２．ビル管理事業収入   3,550     3,456    

３．不動産管理事業収入 ※１ 3,254     3,311    

４．営繕工事業収入   9,905     11,048    

５．開発建設事業収入   15,966 55,117 100.0 32,508 74,031 100.0 

Ⅱ 売上原価              

１．マンション管理事業原価   15,308     16,149    

２．ビル管理事業原価   2,837     2,839    

３．不動産管理事業原価 ※１ 2,596     2,577    

４．営繕工事業原価   8,010     8,804    

５．開発建設事業原価   13,708 42,460 77.0 30,798 61,169 82.6 

売上総利益     12,656 23.0   12,861 17.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２   9,683 17.6   10,113 13.7 

営業利益     2,972 5.4   2,748 3.7 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息 ※３ 44     55    

２．受取配当金 ※３ 42     47    

３．業務受託料 ※３ 35     35    

４．保険解約返戻金   35     －    

５．その他   26 184 0.4 43 180 0.3 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   683     529    

２．社債発行費償却   60     －    

３．その他   168 911 1.7 251 781 1.1 

経常利益     2,245 4.1   2,148 2.9 

 



   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅵ 特別利益              

１．固定資産売却益 ※４ 2     124    

２．投資有価証券売却益  57     3    

３．投資事業組合利益  42     －    

４．貸倒引当金戻入益   15     13    

５．会員権売却益   7 123 0.2 － 140 0.2 

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産売却損 ※５ 121     6    

２．固定資産除却損 ※６ 7     144    

３．投資有価証券評価損  －     8    

４．関係会社株式評価損 ※７  －     227    

５．会員権売却損  －     1    

６．たな卸資産評価損   39     －    

７．減損損失 ※８ 722     33    

８．開発事業損失引当金繰
入額 

※９ 2,650 3,541 6.4 － 422 0.6 

税引前当期純利益又は
当期純損失（△） 

    △1,172 △2.1   1,866 2.5 

法人税、住民税及び 
事業税 

  820     85    

法人税等調整額   △1,111 △291 △0.5 906 991 1.3 

当期純利益又は 
当期純損失（△） 

    △880 △1.6   874 1.2 

前期繰越利益     1,386     －  

中間配当額     91     －  

当期未処分利益     413     －  

               



（製造原価明細書） 

マンション管理事業原価明細書 

 ※ 主なものは次のとおりであります。 

ビル管理事業原価明細書 

 ※ 主なものは次のとおりであります。 

不動産管理事業原価明細書 

 ※ 主なものは次のとおりであります。 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

１．外注費   4,405 28.8 4,704 29.1 

２．人件費   10,071 65.8 10,560 65.4 

３．経費 ※ 831 5.4 884 5.5 

合計   15,308 100.0 16,149 100.0 

   〔前事業年度〕    〔当事業年度〕 

  現場作業費  231百万円   現場作業費  233百万円 

  通信費 175   通信費 188 

  広告費  81   広告費   94 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

１．外注費   1,827 64.4 1,883 66.3 

２．人件費   967 34.1 909 32.1 

３．経費 ※ 41 1.5 46 1.6 

合計   2,837 100.0 2,839 100.0 

   〔前事業年度〕    〔当事業年度〕 

  材料費 16百万円   材料費   20百万円 

  現場作業費 10   現場作業費  10 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

１．外注費   894 34.5 901 35.0 

２．人件費   192 7.4 185 7.2 

３．経費 ※ 1,509 58.1 1,490 57.8 

合計   2,596 100.0 2,577 100.0 

   〔前事業年度〕    〔当事業年度〕 

  地代家賃 1,119百万円   地代家賃      1,111百万円 

  水道光熱費  123   水道光熱費   114 

  減価償却費 91   減価償却費  81 



営繕工事業原価明細書 

 ※ 主なものは次のとおりであります。 

２．原価計算の方法は個別原価計算であります。 

開発建設事業原価明細書 

 ※ 主なものは次のとおりであります。 

２．原価計算の方法は個別原価計算であります。 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

１．外注費   7,915 98.8 8,750 99.4 

２．人件費   53 0.7 27 0.3 

３．経費 ※ 41 0.5 26 0.3 

合計   8,010 100.0 8,804 100.0 

   〔前事業年度〕    〔当事業年度〕 

  材料費 34百万円   材料費   19百万円 

  現場作業費 4   現場作業費  5 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

１．外注費   6,930 50.6 4,983 16.2 

２．土地代   5,712 41.7 25,260 82.0 

３．人件費   42 0.3 18 0.1 

４．経費 ※ 1,023 7.4 535 1.7 

合計   13,708 100.0 30,798 100.0 

   〔前事業年度〕    〔当事業年度〕 

  販売手数料 329百万円   租税公課 262百万円 

  租税公課 313   支払利息 147 

  支払利息 162   材料費 25 

  現場作業費 51   現場費 15 



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

   
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成18年６月29日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益     413 

Ⅱ 利益処分額      

１．配当金   91 91 

Ⅲ 次期繰越利益     321 

       



株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 (注）平成１８年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

1,529 1,329 1,329 79 6,500 413 6,993 △0 9,850 

事業年度中の変動額                  

剰余金の配当(注）           △91 △91   △91 

剰余金の配当           △91 △91   △91 

当期純利益           874 874   874 

自己株式の取得               △0 △0 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

                  

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － － － － 691 691 △0 691 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

1,529 1,329 1,329 79 6,500 1,104 7,684 △0 10,542 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

6 6 9,857 

事業年度中の変動額      

剰余金の配当（注)     △91 

剰余金の配当     △91 

当期純利益     874 

自己株式の取得     △0 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

△3 △3 △3 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△3 △3 688 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

3 3 10,545 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式 

 移動平均法による原価法によって

おります。 

(1）子会社株式 

同左 

  (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）によっております。 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）によっております。 

  

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法によって

おります。 

時価のないもの 

同左 

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法 

  時価法によっております。 同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）販売用不動産・仕掛販売用不動産・

仕掛信託不動産及び未成工事支出金 

 個別法による原価法によっており

ます。 

(1）販売用不動産・仕掛販売用不動産及

び未成工事支出金 

同左 

  (2）貯蔵品 

 最終仕入原価法によっておりま

す。 

(2）貯蔵品 

同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設備を除

く）については、定額法）によってお

ります。 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっており

ます。 

(2）無形固定資産 

同左 

５．繰延資産の処理方法 (1）社債発行費 

  3年間にわたり均等償却しており

ます。 

  

────── 

   

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売掛債権その他債権の貸倒に備える

ため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、将来の支給見込額のう

ち当期の負担額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (3）    ────── 

  

  

(3）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当事業

年度における支給見込額に基づき計

上しております。     

  

  (4）開発事業損失引当金 

  大規模開発事業取引に関して、将来

発生する可能性のある損失に備えるた

め、事業内容等を検討し、損失見込額

を計上しております 

(4)     ────── 

  

  

  (5）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

(5）退職給付引当金 

同左 

   なお、数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した額を、そ

れぞれ発生の翌事業年度から費用処理

することとしております。 

 

  (6）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、役員退職慰労金規程に基づく期末

要支給額を計上しております。 

(6）役員退職慰労引当金 

同左 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

８．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。

また、金利スワップ及び金利キャップ

について特例処理の条件を充たしてい

る場合には特例処理によっておりま

す。 

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。

また、金利スワップについて特例処理

の条件を充たしている場合には特例処

理によっております。 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 市場金利の変動によりキャッシュ・

フローが変動する借入金、社債につい

て金利スワップ及び金利キャップ取引

を行っております。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 市場金利の変動によりキャッシュ・

フローが変動する借入金、社債につい

て金利スワップ取引を行っておりま

す。 

  (3）ヘッジ方針 

 金利変動による支払利息の増加を減

殺する目的で行っております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4)    ────── 

  

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

 特例処理によっている金利スワップ

については有効性の評価を省略してお

ります。 

 



会計処理方法の変更 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

(1）開発建設事業に係る借入金利息の原

価算入 

 開発建設事業の工事毎に個別に発生

した借入金利息を原価に算入しており

ます。 

(1）開発建設事業に係る借入金利息の原

価算入 

同左 

  a. 対象開発事業 

 着手から完了までの開発期間が１

年を超える事業 

a. 対象開発事業 

同左 

  b. 利率 

 個別の借入利率 

b. 利率 

同左 

  c. 当期算入額    154百万円 c. 当期算入額    156 百万円 

  (2）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理方法は税抜方式

を採用しております。 

(2）消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準）         ────── 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第6号

平成15年10月31日)を適用しております。これにより、売

上総利益、営業利益及び経常利益はそれぞれ0百万円増加

し、税引前当期純損失は721百万円増加しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等

規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。 

  

       ──────  (役員賞与に関する会計基準） 

   当事業年度より「役員賞与に関する会計基準」（企業会

計基準第4号 平成17年11月29日）を適用しております。 

 この結果、従来の方法に比べて営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益が48百万円（社会保険料相当額含む）減

少しております。 

   (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より 「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第5号 平成17年12月9日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号 平成17年12

月9日）を適用しております。従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は10,545百万円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。 



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

──────  （貸借対照表） 

 １．従来、流動資産の「その他」に含めて表示していた

「未収入金」は、資産の総額の100分の1を超えたため

区分掲記しております。なお、前事業年度の流動資産

の「その他」に含めた「未収入金」の金額は37百万円

であります。 

 ２．前事業年度まで、旧有限会社法に規定する有限会社

に対する当社持分は、投資その他の資産の「関係会社

出資金」に含めて表示しておりましたが、会社法及び

会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第2

条第2項により、その持分が有価証券（株式）とみなさ

れることとなったため、当事業年度より投資その他の

資産の「関係会社株式」に含めて表示しております。

なお、当事業年度の「関係会社株式」に含めた有限会

社に対する持分は、142百万円であります。 

 ３．従来、流動負債の「その他」に含めて表示していた

「未成工事受入金」は、負債及び純資産の合計額の100

分の1を超えたため区分掲記しております。なお、前事

業年度の流動負債の「その他」に含めた「未成工事受

入金」の金額は214百万円であります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 担保資産及び担保付債務 ※１ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりであります。  担保に供している資産は次のとおりであります。 

現金及び預金 345百万円 

仕掛販売用不動産 8,553 

仕掛信託不動産 20,800 

建物 1,070 

土地 7,243 

建設仮勘定 338 

合計 38,350 

仕掛販売用不動産 3,995百万円 

建物 861 

土地 2,648 

合計 7,505 

 担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。 

 担保に供している資産のうち、仕掛信託不動産は

関係会社の借入金25,000百万円の担保に供しており

ます。 

 担保に供している資産のほか、関係会社預り金と

相殺表示している匿名組合出資金12,044百万円につ

いても次のとおり質権を設定しております。即ち、

匿名組合出資金は、「金銭信託以外の金銭の信託」

として信託財産を組成したうえ、その信託財産から

匿名組合へ出資をしているもので、当該信託財産の

受益権に質権を設定しております。 

買掛金 411百万円 

短期借入金 11,640 

一年内返済予定長期借入金 4,058 

長期借入金 3,459    

  

短期借入金 670百万円 

一年内返済予定長期借入金 1,340 

長期借入金 2,330 

※２ 関係会社項目 ※２ 関係会社項目 

 関係会社に対する資産には区分掲記されたものの

ほか、短期貸付金が593百万円あります。 

 関係会社に対する資産には区分掲記されたものの

ほか、次のものがあります。 

  短期貸付金 1,584百万円 

未収入金 4,665 

 ３ 保証債務  ３ 保証債務 

 他社の金融機関からの借入金等に対し、次のとお

り債務保証を行っています。 

 他社の金融機関からの借入金等に対し、次のとお

り債務保証を行っています。 

カテリーナ・ 

エンタープライズ株式会社 
78百万円

カテリーナビルディング株式会社 2,454 

株式会社札幌丸増 2,869 

ラヴィドール浦安管理組合他 3 

合計 5,405 

カテリーナ・ 

エンタープライズ株式会社 
64百万円

カテリーナビルディング株式会社 2,211 

株式会社札幌丸増 3,363 

ラヴィドール浦安管理組合他 1 

合計 5,641 

 



前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※４ 授権株式数    普通株式   50,000,000株 ※４       ──────             

   発行済株式総数  普通株式   14,680,000株     

※５ 自己株式 

  当社が保有する自己株式の数は、普通株式1,237株

であります。 

※５       ────── 

  

※６ 仕掛信託不動産 

 仕掛信託不動産は、当社が保有している土地に分

譲マンションを建設する目的で平成15年9月30日信託

銀行との間で「不動産管理処分信託契約」を締結、

当該土地を信託し、発行された信託受益権を子会社

へ譲渡したものです（譲渡対価14,931百万円は受領

しております）。倒産隔離を行った子会社が独自に

調達した資金と当社から匿名組合出資をした資金を

加えて分譲マンションを建設いたします。当社が匿

名組合出資をした金額が12,044百万円のため「当該

土地に係るリスクと経済価値の殆どすべてが、譲受

人である特別目的会社を通じて他の者に移転してい

ると認められない」ことから、当該取引は金融取引

として処理しております。この結果、当該資産は当

社の貸借対照表に計上するとともに、受益権譲渡代

から匿名組合出資金を控除した金額2,886百万円を関

係会社預り金として計上しております。 

※６       ────── 

  

 ７ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は6百万円であ

ります。 

 ７       ────── 

  



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 当事業年度より、従来「不動産関連事業収入」及

び「不動産関連事業原価」と表示していた科目名称

を「不動産管理事業収入」及び「不動産管理事業原

価」へ変更いたしました。この科目名称の変更は事

業内容をより明瞭に表示するために行ったものであ

り、事業の内容についての変更はありません。 

※１     ────── 

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は76％であ

り、一般管理費に属するおおよその割合は24％であ

ります。主要な費目及び金額は次のとおりでありま

す。 

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は77％であ

り、一般管理費に属するおおよその割合は23％であ

ります。主要な費目及び金額は次のとおりでありま

す。 

給与手当 3,736百万円 

賞与手当 521 

賞与引当金繰入額 458 

役員退職慰労引当金繰入額 32 

退職給付費用 147 

法定福利費 681 

地代家賃 722 

減価償却費 213 

給与手当 3,969百万円 

賞与手当 551 

賞与引当金繰入額 467 

役員賞与引当金繰入額 43 

役員退職慰労引当金繰入額 34 

退職給付費用 109 

法定福利費 735 

地代家賃 737 

減価償却費 117 

※３ 関係会社との主な損益取引 ※３ 関係会社との主な損益取引 

受取利息 44百万円 

受取配当金 30 

業務受託料 35 

受取利息 52百万円 

受取配当金 43 

業務受託料  35 

※４ 固定資産売却益は主として土地であります。   ※４ 固定資産売却益は主として土地であります。   

※５ 固定資産売却損は主として賃貸用の区分所有建物

及びその土地であります。 

建物 40百万円 

土地 81 

※５ 固定資産売却損は賃貸用の区分所有建物及びその

土地であります。 

建物 4百万円 

土地 2 

※６ 固定資産除却損は主として建物であります。 ※６ 固定資産除却損は主として建物であります。 

※７        ────── ※７ 関係会社株式評価損の内訳は次のとおりでありま

す。    

  株式会社カテリーナ都市開発 193百万円 

有限会社カテリーナ三田タワ

ースイート 

34 

 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  (注）自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※８ 当事業年度において以下の資産グループについて

減損損失を計上しております。 

   当社は、他の資産又は資産グループのキャッシ

ュ・フローから概ね独立したキャッシュ・フローを

生み出す最小単位に拠って資産のグループ化を行っ

ております。 

 賃貸用区分所有建物等の賃料水準の低下により、

上記資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（722百万円）として特別損失に

計上いたしました。その内訳は、建物24百万円、土

地697百万円であります。 

 なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額あ

るいは使用価値により測定しております。正味売却

価額は、固定資産税評価額に基づいた時価から処分

費用見込額を差引いて算定し、使用価値は将来キャ

ッシュ・フローを4%で割り引いて算定しておりま

す。 

用途 種類 場所 件数 

賃貸用資産 
建物 

土地 
東京都新宿区他  10件 

※８ 当事業年度において以下の資産グループについて

減損損失を計上しております。 

   当社は、他の資産又は資産グループのキャッシ

ュ・フローから概ね独立したキャッシュ・フローを

生み出す最小単位に拠って資産のグループ化を行っ

ております。 

 賃貸用区分所有建物等の賃料水準の低下により、

上記資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失（33百万円）として特別損失に

計上いたしました。その内訳は、建物10百万円、土

地22百万円であります。 

 なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額あ

るいは使用価値により測定しております。正味売却

価額は、固定資産税評価額に基づいた時価から処分

費用見込額を差引いて算定し、使用価値は将来キャ

ッシュ・フローを4.2%で割り引いて算定しておりま

す。 

用途 種類 場所 件数 

賃貸用資産 
建物 

土地 
東京都新宿区他  5件 

※９ 開発事業損失引当金繰入額は、東京都港区芝四丁

目で建設を進めている分譲用高層住宅「カテリー

ナ三田タワースイート」の開発事業に関して、将

来発生する見込の損失を計上しております。 

※９       ────── 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式 1,237 54 － 1,291 

合計 1,237 54 － 1,291 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）における子会社株式並びに当事業年度（自平成18年４月１日

至平成19年３月31日）における子会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 

（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 

（百万円）

工具器具備品 666 341 325 

ソフトウェア 705 319 386 

合計 1,372 661 711 

 
取得価額 
相当額 

（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高 
相当額 

（百万円）

工具器具備品 595 293 302 

ソフトウェア 741 462 278 

合計 1,336 756 580 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

 （注）        同左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 249百万円 

１年超 461百万円 

合計 711百万円 

１年以内 229百万円 

１年超 351百万円 

合計 580百万円 

 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

 （注）        同左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

(1）支払リース料 253百万円 

(2）減価償却費相当額 253百万円 

(1）支払リース料 266百万円 

(2）減価償却費相当額 266百万円 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（単位：百万円） 

 
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
 

当事業年度 

（平成19年３月31日） 

繰延税金資産          

税務上の繰越欠損金   －     116 

賞与引当金    338     349 

貸倒引当金損金算入限度超過額   94     99 

未払事業税   51     － 

退職給付引当金   230     251 

役員退職慰労引当金   107     110 

会員権   121     112 

たな卸資産   62     106 

開発事業損失引当金   1,078     － 

関係会社株式評価損    －     92 

その他   202     159 

繰延税金資産小計   2,285     1,399 

評価性引当額   △129     △150 

繰延税金資産合計   2,155     1,248 

繰延税金負債          

その他有価証券評価差額金   4     △2 

繰延税金資産の純額   2,151     1,246 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
 

当事業年度 

（平成19年３月31日） 

法定実効税率   40.7％     40.7％ 

（調整）              

交際費等永久に損金に算入されない項目   △3.6      7.6 

住民税均等割等   △5.7      3.8 

同族会社留保金課税   △3.4      － 

過年度法人税等   0.4      － 

評価性引当額の増減   △5.4      1.1 

その他   1.9      △0.1 

税効果会計適用後の法人税等の負担率   24.9      53.1 

  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

  該当事項はありません。  

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 671円55銭 

１株当たり当期純損失金額 60円00銭 

１株当たり純資産額   718円43銭 

１株当たり当期純利益金額   59円59銭 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきま

しては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきま

しては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 
前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純利益又は当期純損失（△） 

（百万円） 
△880 874 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益又は 

当期純損失（△）（百万円） 
△880 874 

期中平均株式数（株） 14,679,223 14,678,719 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

 有価証券の金額が資産総額の1/100以下であるため、記載を省略しております。 

【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

２．当期増加額のうち、481百万円（建設仮勘定からの振替338百万円含む）及び当期減少額のうち、498百万円

は、賃貸用資産の取得及び除却であります。 

３．当期減少額のうち、4,434百万円は所有不動産の売却であります。 

４．無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。 

【引当金明細表】 

 （注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、債権回収による取崩しであります。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残高
（百万円） 

有形固定資産              

建物（注１、２） 4,352 494 
545 

(10)
4,301 2,043 135 2,258 

構築物 72 － － 72 61 1 10 

車両運搬具 21 － 8 13 12 0 0 

工具器具備品 502 37 70 470 344 33 125 

土地（注１、３） 7,984 260 
4,466 

(22)
3,778 － － 3,778 

建設仮勘定 338 28 338 28 － － 28 

有形固定資産計 13,271 822 
5,428 

(33)
8,665 2,462 170 6,203 

無形固定資産              

ソフトウェア － － － 237 173 27 63 

その他 － － － 129 6 0 123 

無形固定資産計 － － － 367 180 28 187 

長期前払費用 70 11 25 55 45 14 9 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 295 31 34 2 290 

開発事業損失引当金 2,650 － 2,650 － － 

賞与引当金 830 859 830 － 859 

役員賞与引当金  － 43 － － 43 

役員退職慰労引当金 263 34 25 － 272 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

１）現金及び預金 

２）売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

区分 金額（百万円） 

現金 12 

預金   

当座預金 2 

普通預金 5,310 

別段預金 1 

定期預金 135 

小計 5,450 

合計 5,463 

相手先 金額（百万円） 

朝日プラザ本川越管理組合法人 27 

大倉山サンハイツ管理組合 27 

福岡地所㈱ 25 

㈱レーベンコミュニティ 24 

ＨＯＹＡ㈱ 22 

その他 2,202 

合計 2,329 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

2,415 57,235 57,321 2,329 96.1 15 



３）販売用不動産 

４）仕掛販売用不動産 

５）未成工事支出金 

６）貯蔵品 

７）未収入金 

名称 
土地 

建物 
（百万円） 

合計（百万円） 
面積（㎡） 金額（百万円） 

分譲用マンション        

カテリーナ中野新井 434.65 660 468 1,129 

カテリーナ尾山台 513.21 254 214 468 

その他（3物件） 239.95 401 81 482 

合計 1,187.81 1,316 764 2,080 

名称 
土地 

建物 
（百万円） 

合計（百万円） 
面積（㎡） 金額（百万円） 

分譲用マンション        

カテリーナ水天宮Ⅲ 298.34 694 7 702 

カテリーナ西日暮里 267.41 553 60 614 

カテリーナ浅草 305.75 531 63 595 

カテリーナ駒込Ⅱ 342.33 276 32 309 

その他（15物件） 2,972.45 2,000 215 2,215 

合計 4,186.28 4,057 380 4,437 

名称 金額（百万円） 

営繕工事 194 

合計 194 

名称 金額（百万円） 

作業服等 39 

合計 39 

名称 金額（百万円） 

㈲カテリーナ三田ファイナンス 4,622 

その他 163 

合計 4,785 



② 流動負債 

１）買掛金 

２）短期借入金 

相手先 金額（百万円） 

東急建設㈱ 468 

三井住友建設㈱ 353 

㈱大林組 301 

村中建設㈱ 263 

㈱白石 206 

その他 2,269 

合計 3,863 

相手先 金額（百万円） 

㈱みずほ銀行 300 

㈱愛媛銀行 300 

㈱八十二銀行 270 

㈱関西アーバン銀行 248 

㈱武蔵野銀行 240 

㈱高知銀行 240 

その他 1,498 

合計 3,096 



３）一年内返済予定長期借入金 

③ 固定負債 

１）社債 

 内訳は、１ 連結財務諸表等 （１）連結財務諸表 ⑤連結附属明細表 社債明細表に記載しております。 

２）長期借入金 

相手先 金額（百万円） 

㈱南都銀行 575 

㈱あおぞら銀行 360 

㈱横浜銀行 336 

㈱東和銀行 328 

㈱千葉銀行 273 

その他 1,902 

合計 3,774 

相手先 金額（百万円） 

㈱関西アーバン銀行 750 

㈱みずほ銀行 650 

㈱八十二銀行 413 

㈱横浜銀行 328 

㈱東和銀行 262 

その他 1,036 

合計 3,439 



(3）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

（注）当会社の株主（実質株主を含む）は、その有する単元未満株式につき、次に掲げる以外の権利を行使すること

ができない。  

１．会社法第１８９条第２項各号に掲げる権利。 

２．取得請求権付株式の取得を請求する権利。 

３．募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利。 

事業年度 ４月１日から３月３１日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 １００株券  １,０００株券 

剰余金の配当の基準日 
９月３０日 

３月３１日 

１単元の株式数 １００株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ユーエフジェイ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ユーエフジェイ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ユーエフジェイ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ユーエフジェイ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ユーエフジェイ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ユーエフジェイ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 無料 

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他や

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。 

公告掲載URL 

http：//www.housing.co.jp 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第42期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 平成18年６月29日関東財務局長に提出。 

(2）半期報告書 

 （第43期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 平成18年12月22日関東財務局長に提出。 

(3）臨時報告書 

 平成19年３月７日関東財務局長に提出。 

「企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）」に基づく臨時報告書であり

ます。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

    平成１８年６月２９日

日本ハウズイング株式会社    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 氏原 修一  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 岩渕 信夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中島 康晴  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本

ハウズイング株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査

を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本

ハウズイング株式会社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、会社は当連結会計年度より固定資産の減

損に係る会計基準を適用して連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の監査報告書 

    平成１９年６月２８日

日本ハウズイング株式会社    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 氏原 修一  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中島 康晴  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 金子 秀嗣  印 

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本ハ

ウズイング株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につい

て監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本

ハウズイング株式会社及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の監査報告書 

    平成１８年６月２９日

日本ハウズイング株式会社    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 氏原 修一  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 岩渕 信夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中島 康晴  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本

ハウズイング株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第４２期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本ハウ

ズイング株式会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 「会計処理方法の変更」に記載のとおり、会社は当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準を適用して財務諸表を

作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の監査報告書 

    平成１９年６月２８日

日本ハウズイング株式会社    

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 氏原 修一  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中島 康晴  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 金子 秀嗣  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本

ハウズイング株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第４３期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

  当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本ハ

ウズイング株式会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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